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令和７年度「新潟県犯罪被害者等支援推進計画」実施状況 

 

県では、犯罪被害者等(＊）支援に関する県民理解の一層の推進を図り、総合的・計

画的な支援施策を推進するため、犯罪被害者等支援における基本理念や県・県民・

事業者・民間支援団体の責務、基本的施策等を定めた「新潟県犯罪被害者等支援条

例（令和２年 12 月 25 日新潟県条例第 48 号）（以下「条例」という。）」を令和３年

４月１日に施行しました。 

また、同年７月に、条例第９条に基づき、「新潟県犯罪被害者等支援推進計画（以

下「計画」という。）」を策定し、犯罪被害者等支援に関する様々な施策に取り組ん

でいます。 
このたび、計画第１章６「実施状況の公表」に基づき、令和７年度の実施状況に

ついて公表します。 
なお、計画策定から５年が経過したため、これまでの取組を踏まえ、第２次計画

（令和８年度～令和 12 年度）を策定し、引き続き各施策に取り組んでいます。  
(＊）犯罪被害者等：犯罪被害者及びその家族又は遺族 

   
１ 計画の概要 

（１） 計画期間  

第１次 令和３年度～令和 ７年度（５年間） 

第２次 令和８年度～令和 12 年度（５年間） 

（２） 施策体系 

本県における犯罪被害者等支援に関する施策を総合的及び計画的に推進する

ため、条例（第２章第 13 条～第 24 条）において定めた「基本的施策」を、取組

内容に応じて次の４つの「施策の柱」により体系的に位置付けています。 
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２ 施策の実施状況（第１次推進計画の実施状況） 

令和７年度の実施状況、今後の取組は、以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

〇 犯罪被害者等が直面する様々な問題に対し、適切に相談を受けることがで

きるよう、県及び県警察等が連携し相談体制の充実を図るとともに、必要な支

援を適切に受けられるよう、必要な情報の提供等に取り組みました。 
 
〇 身体犯又は重大な交通事故事件等の被害者等に対し、指定被害者支援要員

として指定された警察官が付き添い、要望や心配事の聴取、被害者のニーズに

応じた各種支援制度の説明、関係機関等の紹介などの支援活動を行いました。 
 

＜令和７年度 実績＞ 

   ・指定被害者支援要員による支援 

    指定人数：上半期 779 名、下半期 781 名 支援実施件数：569 件 

 
 
 
〇 また、犯罪被害者等早期援助団体に指定している「(公社)にいがた被害者支

援センター」や性暴力被害者支援センターにおいて、事件発生直後から、犯罪

被害者等に対する相談対応や病院や警察等への付き添いなどの支援を行いま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の柱１ 相談・支援等のための体制整備への取組  

【基本的施策１】 相談及び情報の提供等（第 13 条関係） 

＜令和７年度 実績＞ 
 
・「(公社)にいがた被害者支援センター」活動実績（県警委託） 

電話相談 ：615 件 

面接相談 ： 23 件 

直接支援 ：119 件  

メール相談： 33 件 
 

・「性暴力被害者支援センターにいがた」活動実績（県委託） 

電話相談 ：998 件 

面接相談 ： 33 件 

直接支援 ：142 件 

メール相談： 31 件  
 

・「犯罪被害者等支援総合窓口」（県民生活課） 

相談実績：７件 
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〇 市町村における犯罪被害者等支援に特化した条例（特化条例）の制定に向け、 

働きかけを行いました。 

 

     ＜令和７年度末＞    

・犯罪被害者等支援に特化した条例制定市町村数 26 市町村 

                    （対前年度末＋5） 

 

 

〇 県警察において、身体犯又は重大な交通事故事件等の犯罪被害者等に対し、 

刑事手続や経済的支援等の制度を説明し、手引きを配付しました。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 様々な相談や手続等の内容を記録することで、犯罪被害者等の負担の軽減に 

つなげるとともに、生活再建の一助となるよう作成した犯罪被害者等支援ノート 

「ひまわり」を、被害者等へ配付しました。 

 

 

                                                                          

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

〇 今後は、これまで犯罪被害者等へ配付していた「支援制度のお知らせ」と 

「ひまわり」を統合した「被害者手帳」の導入を進めます。 

  
 

Ａ5 版リングファイル形式 

【犯罪被害者やそのご家族、ご遺族のためのノート「ひまわり」】 
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[参考]令和８年度からの新たな取組 

 

〇 犯罪被害者等への支援は各支援機関で行っているものの、犯罪被害者等は、

被害に遭い、様々な負担を強いられる中で、支援を受ける機関ごとに、被害状

況を繰り返し説明する必要があることや、利用できる支援制度の種類や内容

が分からず、必要な支援につながらないといった課題もあるところです。 

そのため、支援に携わる複数の機関が連携し、必要な支援をワンストップで

提供する「多機関ワンストップサービス」体制を整備し、面談による情報やニ

ーズの把握、それを踏まえた支援計画の作成、支援機関との連絡・調整等を担

う「犯罪被害者等支援コーディネーター」を、令和８年度から、(公社)にいが

た被害者支援センターに配置しました。 

今後は、犯罪被害者等支援コーディネーターを中心に、関係機関が一層連携

し、犯罪被害者等に寄り添った効果的な支援を推進します。 

 

 

 

 

 

 
 
〇 犯罪被害者等が必要とする支援は多岐に渡ります。また、支援に従事する職

員等は、無理解や配慮に欠けた言動等により、二次的被害を生じさせることが

ないよう、犯罪被害者等の置かれている状況や心情を十分に理解し、適切な配

慮の下で支援を行う必要があります。このことから、支援に従事する職員等を

対象とした研修等の充実に努めました。 

【基本的施策２】 人材の育成（第 21 条関係）  
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〇 市町村の犯罪被害者等支援窓口で対応する職員の支援能力の向上を図るた

め、県内２か所において、事例演習を取り入れた研修を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 支援に従事する職員等は、犯罪被害者等の心情に寄り添い支援を行う中で、

その精神的負担により心身の不調（代理受傷）が生じる可能性があることから、

採用後間もない警察官を対象とした研修をはじめ、様々な機会を通じて、代理

受傷の防止に向けた周知・啓発に取り組みました。 

 

〇 引き続き、犯罪被害者等支援に携わる関係者が、必要な知識を幅広く習得し、

犯罪被害者等が直面する様々な問題に適切に対応できるよう、支援体制の充

実に繋がる人材の育成に取り組みます。 

 

 

 

 

〇 犯罪被害者等支援に適切かつ効果的に取り組むため、犯罪被害者等支援施

策の推進を担う民間支援団体である、（公社）にいがた被害者支援センター、

県及び県警察で構成する会議を定期的に開催し、広報・啓発等に関する検討や

情報共有を行いました。 

  

〇 民間支援団体の安定した財政基盤の確立に向けた支援として、「被害者支援

自動販売機」の設置について、関係機関に協力を依頼するなど、設置の促進を

図るとともに、「ホンデリング」(＊)活動にも取り組みました。 

(＊) 寄贈した書籍等の売却代金が、民間支援団体に寄附され、犯罪被害者等の支援活動に 

役立てられるプロジェクト。 

【基本的施策３】 民間支援団体に対する支援（第 22 条関係） 

【市町村担当者研修の様子】 
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＜令和７年度 実績＞ 

  ・被害者支援自動販売機 

寄附額：8,732,075 円 （令和８年３月末現在県内に 167 台設置） 
 

・ホンデリング  

202 点 11,690 円 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 今後も、民間支援団体が効果的に犯罪被害者等支援を推進し、犯罪被害者等

に途切れない支援を提供できるよう、関係機関等に対して、民間支援団体との

連携・協力を働きかけるとともに、その活動に関して広く周知を図ります。

   

 

 

 

 

 

〇 犯罪被害者等からの同意を得た上で、県警察から（公社）にいがた被害者 

 支援センターへ犯罪被害者等に関する情報を提供することにより、被害者等 

 が必要とする支援への速やかな対応や、被害状況を繰り返し説明することに 

よる 精神的負担軽減を図りました。 

 

＜令和７年度 実績＞ 

  ・県警察から（公社）にいがた被害者支援センターへの 

情報提供件数  16 件 

 

 

 

 

施策の柱２ 損害回復・経済的支援等への取組  

【基本的施策４】 日常生活の支援及び配慮（第 15 条関係） 

寄附付自動販売機 ホンデリング 
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〇 犯罪被害者等が生活を再構築し、安心して日常生活を営むことができるよ

う、それぞれの状況に応じた生活支援や精神的負担の軽減等を図るため、(公

社)にいがた被害者支援センターにおいて、裁判所、病院、警察等への付き添

いや生活支援等を行いました。 

  

   

 

 

 

〇 県警察において、身体犯又は重大な交通事故事件等の被害者等に対し、指 

 定被害者支援要員として指定された警察官による付き添い支援等を行いまし 
た。 

  

〇 犯罪被害者等が被害前の平穏な生活に少しでも近づけるよう、今後も日常

生活を支えるためのきめ細やかな支援や様々な配慮に取り組み、必要な施策

を推進します。  
 

 

 
 

〇 犯罪被害者等が、犯罪被害の影響により、これまで住んでいた住居に引き続

き住むことが困難となった場合等に、中長期的に居住可能な住居や一時的な

避難場所を確保できるよう、県営住宅の入居者選考において、犯罪被害者等を

優先的に取り扱うとともに、目的外使用による一時的な県営住宅への入居に

ついて配慮しました。また、女性福祉相談センターにおいて、要保護女子等の

一時保護を行いました。 
 

〇 今後も継続的に制度の周知等を図るとともに、犯罪被害者等のそれぞれの

状況に応じた支援を行うことができるよう、取組を推進します。 

 

 

 
 

〇 犯罪被害者等は、被害の影響により従前どおりの就労が困難となり、雇用関

係の維持に支障を来す場合があるほか、新たに就職しようとしても、様々な事

情により困難な場合も多いことから、ひとり親家庭や若年者等の就業に向け

た支援、職業訓練など、就労につながる様々な施策に取り組み、きめ細かなサ

ービスの提供に努めました。 
 

〇 引き続き、犯罪被害者等が必要とする就労支援の推進や、事業者の理解促進

に努めます。 

 

 

【基本的施策５】 居住の安定（第 17 条関係）  

【基本的施策６】 雇用の安定（第 18 条関係） 

＜令和７年度 実績＞ 
 
・(公社)にいがた被害者支援センター：直接支援人員 74 人 

裁判関連 34 件、弁護士相談 30 件、病院付添・心理相談 10 件  
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〇 犯罪被害者等は、被害直後から長期にわたり、予期しない様々な経済的負担

を強いられるほか、生計維持者を失うなど、経済的困窮に陥る場合があります。

このため、犯罪被害者等が利用できる給付制度や貸付制度など、経済的負担の

軽減につながる支援施策の充実に努めるとともに、制度に関する情報の提供

を行いました。 
 

〇 主な取組として、犯罪被害者等への見舞金の支給に取り組む市町村を支援

するため、「犯罪被害者等見舞金支給事業補助金」事業を実施し、令和７年度

末までに 29 市町村が事業を開始しました。 

 

 

 

 

〇 県警察において、犯罪被害を受けた者が医療機関を受診した際の診察料等

について、公費負担を行いました。 

 

 

 

 

〇 犯罪被害給付金や見舞金支給事業補助金など、犯罪被害者等支援に特化し

た事業のほか、犯罪被害者等も利用可能な各種支援制度を活用し、犯罪被害者

等がそれぞれのニーズに応じた制度を利用できるよう、引き続き、情報の提供

や利用に関する助言等を行います。 

 

 

 

 

 
 
〇 犯罪被害者等は、犯罪等による負傷や精神的なショックなどにより、被害直

後から中長期的に、様々な心身の変調が現れることがあるため、それぞれの状

況に応じた適切な支援を行う必要があります。 
 
〇 主な取組として、警察職員である犯罪被害者等カウンセラーによるカウン

セリングや捜査手続への付き添いなど、被害直後の支援を行いました。 

 

 

 

施策の柱３ 精神的・身体的被害の回復・防止への取組  

【基本的施策７】 経済的負担の軽減（第 19 条関係）  

【基本的施策８】 心身に受けた影響からの回復（第 14 条関係） 

＜令和７年度 実績＞ 

・新潟県犯罪被害者等見舞金支給事業補助金：申請件数 15 件 

＜令和７年度 実績＞ 

・県警察における医療費公費負担支出件数：37 件 

＜令和７年度 実績＞ 

・警察職員の犯罪被害者等カウンセラー（臨床心理士・公認心理師の 

有資格者）によるカウンセリング等の実績：33 名 68 回実施 
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〇 性暴力・性犯罪被害者に対する一元的・総合的な支援窓口である「性暴力被

害者支援センターにいがた」では、性暴力・性犯罪被害者に寄り添い、警察等

への付き添いを行うなど、心身の回復に向けた必要な支援を行いました。 

 

 

 

 

 
 
 
〇 犯罪被害者等が、それぞれの心身の状況等に応じた適切な支援が受けられ

るよう、引き続き、関係職員の理解促進やスキルアップを図るとともに、関係

機関等と連携した支援を継続します。 

 

 

 
 
〇 犯罪被害者等が抱える再被害や二次的被害への恐怖や不安を軽減し、安全

を確保するため、再被害を受けるおそれが大きい犯罪被害者等に対して、適切

な保護措置等を実施するとともに、新たに再被害のおそれがあると認められ

た犯罪被害者等については、その要望に応じて早期に組織的保護体制を確立

するなど、必要な保護措置を行いました。 

 

  

 

 
 
〇 また、女性相談支援センターにおける一時保護や、被害少年に配慮した捜査

活動や支援活動など、保護対策に取り組みました。 
 
〇 犯罪被害者等に関する報道について、犯罪被害者等の人権や安全に配慮し

た適切な発表内容となるよう、二次的被害の防止に努めました。 
 
 
〇 引き続き、犯罪被害者等の安全を確保するため、必要な施策の推進に取り組

みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本的施策９】 安全の確保（第 16 条関係） 

＜令和７年度 実績＞ 

・暴力団等からの保護対策の実績：50 件（継続 26 件、新規 24 件） 

＜令和７年度 実績＞ 
 

・性暴力被害者支援センターにいがた：直接支援人員 83 人 

弁護士相談 22 件、病院診療・付添・心理相談等 61 人 
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〇 犯罪被害者等支援を推進するためには、県民や事業者の理解・協力が不可欠

であり、支援に向けた気運が高まるよう、広報・啓発等を一層強化していく必

要があります。このため、被害者支援を考える月間（11 月）における集中的

な取組に加え、民間企業と連携・協力した広報・啓発活動を実施しました。 
 

〇 中学生、高校生等を対象とした「命の大切さを学ぶ教室」を開催し、犯罪被

害者等への配慮・協力意識の醸成、次世代を担う者の規範意識の向上に努めま

した。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇 引き続き、県民等の理解の一層の増進に繋がる広報・啓発等に取り組み、犯

罪被害者等支援に向けた気運が高まるよう努めます。 

 

施策の柱４ 理解増進・気運醸成への取組 

【基本的施策 10】 県民等の理解の増進（第 20 条関係） 

＜令和７年度実績＞ 

「命の大切さを学ぶ教室」開催回数：15 回  

  中学１校、高校８校、地域団体６団体、約 2,600 人が参加 
 

【「命の大切さを学ぶ教室」の様子】 

 

 

 

 

 

 

[参加した生徒の感想] 

・自分の家族を事件事故で失うことはとても辛いことだと思いました。家族や親

しい友達に辛い思いをさせないために、自分の命も大事にしたいと思いました。

また、相手の気持ちを考えて、相手に寄り添えるようにしていきたいです。 

・被害は被害を受けた本人だけでなく、その家族や友人など多くの人の心に傷が

残り続け、多くの影響を及ぼすことを知りました。また、噂話やいじめなどが、

さらに多くの人を傷付けてしまうことになると思いました。 

・お話を聴いていなければ、大切な人を亡くした時の気持ちを知らずに、生きて 

いくところでした。自分だけでなく、大切な人の命も守れるよう、交通ルールを 

守って生活していきたい。 
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〇 条例第 23 条において、毎年 11 月を「被害者支援を考える月間」と定め、市

町村や関係機関等と連携し、集中的な広報・啓発事業に取り組むことで、犯罪

被害者等支援に対する県民理解の一層の促進に努めました。 
 
〇 主な取組として、「新潟県巡回パネル展」を県内５市町村で開催し、広く来

場者から被害者に寄り添うメッセージをいただいたほか、「犯罪被害者支援フ

ォーラム」を開催し、アンケートでは、来場者の 97％から「非常に有意義・

有意義」との回答を得るなど、被害者支援への関心や理解の促進につながりま

した。 

 

＜令和７年度 実績＞ 

「新潟県巡回パネル展の開催状況」 
 

 

 

【基本的施策 11】 被害者支援を考える月間（第 23 条関係）  
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＜令和７年度 実績＞ 

「犯罪被害者支援フォーラムの開催状況」 

令和７年 11 月 22 日(土) 13:30～16:15 新潟ユニゾンプラザ 

[プログラム] 

・犯罪被害者等支援功労知事表彰 

・作文朗読（録画再生） 

 「伝えること」   新潟県立新潟高等学校 米山 明日花 さん 

「未来の社会へ」 新潟市立新潟柳都中学校 吉田 碧伶 さん 

・基調講演  京都アニメーション放火殺人事件被害者ご遺族 

「想いと願い」  渡邊達子 氏 渡邊勇 氏 

・県警音楽隊ミニコンサート   
 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「犯罪被害者支援フォーラム 2025 in にいがた」の様子】 
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○   犯罪被害者等支援を推進するためには、県民や事業者の理解・協力が不可欠 

 であり、支援に向けた気運が高まるよう広報・啓発等を一層強化していく必要が 

 あることから、関係機関等と連携・協力した広報・啓発活動を実施しました。 
            

  
 
〇 引き続き、犯罪被害者等支援への理解や関心が県内全域に広がるよう、県民

理解の促進に向けた広報・啓発活動に努めます。 
 

 

 

 

〇 条例第 24 条に基づき、長年にわたり犯罪被害者等支援に尽力した個人・団

体等を表彰し、その功績に敬意を表するとともに、支援従事者等の活動意欲の

向上や支援団体等の認知度・信頼度の向上を図りました。「被害者支援フォー

ラム」において表彰式を行い、受賞者の活動内容等を広く県民に周知すること

で、犯罪被害者等支援に関する理解促進を図りました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
         

 

 

 

【基本的施策 12】 表彰（第 24 条関係）  

＜令和７年度 表彰者＞ 

○個人 １名 

大島 煦美子 氏  元 (公社)にいがた被害者支援センター理事 

元 新潟県女性財団理事長、現 顧問 

○団体 １団体    新潟県民共済生活協同組合 

   

【イオン新潟亀田インターでの街頭広報・パネル展】 
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〇 犯罪被害者等への様々な支援施策を推進する上で、個人や団体等によるボ

ランティア活動、事業者等による社会貢献活動などの取組は不可欠であること

から、県内全域に被害者支援の輪が広がるよう、引き続き気運醸成に努めます。 

 

 

 

 

具体的施策の実施状況は、別添一覧のとおりです。 

【具体的施策の実施状況】 



 

令和７年度 実施状況 令和８年度 実施計画

1
多機関ワンストップ
サービス体制の整備

―

○支援に携わる複数の機関が連携し、被害
者等が求める必要な支援をワンストップで
提供できるよう、面談による情報やニーズ
の把握、それを踏まえた支援計画の作成、
支援機関との全体調整などを担う「犯罪被
害者等支援コーディネーター」を、(公社)
にいがた被害者支援センターに配置する

総務部

○「犯罪被害者等支援総合窓口」を設置
＊R7相談実績：7件
○必要に応じて関係機関との情報共有を図
り、適切な支援に繋げた

○「犯罪被害者等支援総合窓口」として、
必要な支援や情報の提供を行うほか、関係
機関・団体等への連絡・調整を行い、適切
な支援に繋げる
○支援が複数の機関にまたがる場合は、犯
罪被害者等支援コーディネーターに適切に
繋げる
○支援メニューリストを作成し、相談窓口
の周知に努める

総務部

○犯罪被害者支援室において、各警察署及
びにいがた被害者支援センターなど関係機
関と連携を図り、直接的な支援活動を推進
した

○事案発生や被害者等の要望が生じた場合
に応じて迅速かつ適切に対応する

警察本部

3
市町村における総合
的対応窓口の周知等

○広報活動等を通じて、相談窓口の周知に
取り組んだ
○支援施策、相談窓口を掲載した令和7年
度版「支援メニューリスト」を全市町村に
おいて作成し、県警や被害者支援センター
と情報共有を図った

○市町村総合的対応窓口について、県㏋等
で周知を行う
○支援施策、相談窓口を掲載した令和8年
度版「支援メニューリスト」を全市町村に
おいて作成し、関係機関と情報共有を図る
○施策の策定や実施に必要な情報の提供
や、犯罪被害者等支援コーディネーターの
助言などにより、市町村における支援の充
実に努める

総務部

4

市町村における犯罪
被害者等支援に特化
した条例の制定に向
けた働きかけ

―

○市町村に対し条例制定に向けての支援を
行うなど、全市町村において犯罪被害者等
支援に特化した条例（特化条例）が制定さ
れるよう働きかけを行う

総務部

○法テラスの新制度「犯罪被害者等法律援
助制度」の活用等について、関係機関で情
報共有を行った
○犯罪被害者支援ノート「ひまわり」等に
より情報提供を行った

○被害者等が必要な支援が受けられるよ
う、制度の周知を図る

総務部

○情報提供に至る事案の発生がなく、R7年
度に制度の利用実績はなかった

○支援対象となる被害者等を把握した都
度、漏れなく情報を提供する 警察本部

6
人権に関する相談窓
口等の周知

○県HP「新潟県の人権」内で相談窓口につ
いて発信

○様々な媒体を使用した情報発信を行う
福祉保健部

7
被害者向けの支援
ノートの作成・配付

○犯罪被害者支援ノート「ひまわり」を関
係機関等を通じ配付
＊配付先：市町村、（公社）にいがた被害
者支援センター、性暴力被害者支援セン
ターにいがた、県警察　など

○ノート「ひまわり」について、県㏋等で
の周知を図るとともに、県警察及び関係団
体と連携し、随時配付する

総務部

8
犯罪被害者等早期援
助団体による犯罪被
害者等への支援

＊にいがた被害者支援センター活動実績
・電話相談：1,613件
・面接相談：56件
・メール相談:64件
・付添い、生活支援等の直接支援：261件
・自助グループ開催：6回(34名参加)

○「にいがた被害者支援センター」に業務
を委託し、犯罪被害者等への相談業務や裁
判所・病院・警察等への付添い、代理傍
聴、生活支援等を適切に実施する 警察本部

5
被害回復等のための
援助に関する情報の
提供

１
　
相
談
支
援
等
の
体
制
整
備

　
１
　
相
談
及
び
情
報
の
提
供
等

【具体的施策の実施状況】

　　※第2次計画（R8～12年度）追加の施策はR8年度に記載

施
策
の
柱

基
本
的
施
策

具
体
的
施
策

施策名

実施状況等

所管

2
犯罪被害者等に対す
る総合的な支援
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令和７年度 実施状況 令和８年度 実施計画

施
策
の
柱

基
本
的
施
策

具
体
的
施
策

施策名

実施状況等

所管

9
指定被害者支援要員
による支援

〇各警察署の実情に応じて指定被害者支援
要員を配置し対象事件の被害者に対して適
切な支援を行った
＊指定人員：上半期779名、下半期781名

○各警察署の情勢の変化に応じて指定要員
の配置を行う
＊指定人員：768人（R8.4月現在）

警察本部

10
被害者の手引の作
成・配付

○手引（交通事故用）の改訂を行った
＊主な改訂点
・刑事手続に関する相談窓口の追記
・行政処分に関する情報提供の問い合わせ
先を変更
・他機関の制度・相談窓口の追記
○外国語版手引の作成を行った
　ベトナム語・中国語・ロシア語の手引を
作成

○法律や制度等の変更に応じた掲載内容の
見直しを行う

警察本部

11
死傷者多数事案発生
時における支援

○R7年度中、死傷者多数事案の発生はな
かった

○早期に支援体制を確立するために死傷者
多数事案対応マニュアル等の整備、改訂を
行う

警察本部

12
交通事故に関する相
談対応

○面接による相談45件、電話による相談
155件の合計200件の交通事故相談を実施
＊主な相談内容
・賠償額の算定、過失度合　等

○長岡及び上越地域振興局における巡回相
談も含め、適切に相談業務を実施する
〇必要な方へ相談所の情報が確実に届くよ
う、広報を実施する

総務部

13
交通事故被害者への
支援

○交通事故被害者等から損害賠償関係・示
談関係等、交通事故に伴う相談に対応し、
交通事故被害者等の経済的、精神的負担を
軽減するため、安協会館に交通事故相談所
を開設した
○同相談所について新潟県安全協会ホーム
ページに事業掲載し、周知を図った

○交通事故被害者への支援を推進するた
め、交通事故に関する相談対応や関係機
関・団体との連携・情報提供等を行う

警察本部

14
捜査情報の適切な提
供

○R7年度中は、約312件の被害者連絡対象
事件について、被害者の手引きを活用し、
被害者のニーズに応じた情報提供を実施し
た。また要望に応じて被害者支援団体等へ
の紹介・引き継ぎも早期に実施した

○被害者連絡制度対象の全事件について、
被害者のニーズに応じた情報提供を実施す
る

警察本部

15
犯罪被害者等への訪
問・連絡活動

○地域警察官による訪問・連絡活動を希望
した被害者又はその保護者に対し活動を実
施した

○担当課と情報共有し、緊密な連携を図る
○事件の発生・被害状況を踏まえ、被害者
から訪問・連絡の要望があった場合は、要
望・相談・苦情等を聴取し、適切な対応に
努める

警察本部

16
再被害防止に向けた
保護対策

○再被害防止要綱に基づき指定された対象
者について適正な保護措置、更新等の手続
きを実施した。また新たに認知した再被害
の恐れのある者の要望に応じて、早期に組
織的保護体制を確立し、保護措置を実施し
た

○再被害防止対象者の適切かつ組織的な保
護対策を実施する

警察本部

17
児童虐待に関する相
談及び一時保護

○児童福祉司及び市町村要保護児童対策調
整機関の担当者に対する研修を実施した
〇国等の研修専門機関の専門的な研修に児
童相談所職員を派遣した
○中央福祉相談センターに市町村支援専任
児童福祉司やヤングケアラーコーディネー
ターを配置し、市町村等への支援を強化し
た
○児童相談所及び一時保護所の第三者評価
を実施し、支援の質の向上を図った
○ＳＮＳを活用した相談体制を構築し、こ
どもや家庭からの相談に応じた
○システムにより、児童相談所で扱う児童
情報及び一連の相談支援業務を一括管理・
共有した
○一時保護施設等に意見表明支援員を派遣
し、こどもの意見表明の機会を確保した

○市町村及び児童相談所職員への研修を実
施する
○国等の研修専門機関の専門的な研修に児
童相談所職員を派遣する
○中央福祉相談センターに市町村支援専任
児童福祉司やヤングケアラーコーディネー
ターを配置し、市町村等への支援を実施す
る
〇児童相談所及び一時保護施設の第三者評
価の実施により支援の質の向上を図る
〇ＳＮＳを活用して、こどもや家庭からの
相談に応じる
○システムにより、児童相談所で扱う児童
情報及び一連の相談支援業務を一括管理・
共有する
○一時保護施設等に意見表明支援員を派遣
し、こどもの意見表明の機会を確保する

福祉保健部

１
　
相
談
支
援
等
の
体
制
整
備

　
１
　
相
談
及
び
情
報
の
提
供
等
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令和７年度 実施状況 令和８年度 実施計画

施
策
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柱
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本
的
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策

具
体
的
施
策

施策名

実施状況等

所管

〇新潟県要保護児童対策地域協議会（代表
者会議、地区別会議、研修）において情報
共有を行い、関係機関の資質向上を図った
〇「児童虐待に係る情報共有に関する取り
決め」に基づき、警察と児童相談所が相互
に情報共有を行い、連絡会議を開催した
〇警察と児童相談所の合同訓練を実施し、
職員の対応能力の向上を図った
〇11月の児童虐待防止推進月間にホーム
ページ、スポーツイベントにて周知を行っ
た

〇新潟県要保護児童対策地域協議会の代表
者会議、地区別会議、研修等を実施する
〇「児童虐待に係る情報共有に関する取り
決め」に基づき、警察との情報共有及び連
絡会議を実施する
〇警察と児童相談所の合同訓練を実施する
〇11月の児童虐待防止推進月間に啓発活動
を行う

福祉保健部

〇新潟県要保護児童対策地域協議会へ出席
し、関係機関と情報共有
〇児童虐待情報共有取り決めに基づく連絡
会へ出席し、関係機関と情報共有
〇児童相談所とともに児童虐待事案に関す
る合同訓練を実施
〇「児童虐待防止推進月間」への協力

〇関係機関との情報共有
〇児童相談所とともに児童虐待事案に関す
る合同訓練を実施する
〇「児童虐待防止推進月間」への協力

警察本部

19 被害少年の保護対策

〇被害少年に配慮した捜査活動や支援活動
〇職員の支援技術向上のための研修参加や
資格取得
〇各学校やＳＮＳ等での犯罪被害防止広報
活動

〇被害少年への支援及び支援に関する広
報・啓発活動等を実施する

警察本部

20
スクールカウンセ
ラー制度の運用

〇スクールカウンセラーを県内すべての学
校に配置し、犯罪被害に遭った児童生徒等
の相談対応を行える体制を整備した

〇スクールカウンセラーを県内すべての学
校に配置し、犯罪被害に遭った児童生徒等
の相談対応を行える体制を整備する 教育庁

21
スクールソーシャル
ワーカー制度の運用

〇スクールソーシャルワーカーを教育事務
所に7名、生徒指導課に5名配置し、要請に
応じて派遣した。また、県立定時制通信制
高校に週2回もしくは月1回配置した

〇スクールソーシャルワーカーを教育事務
所に7名、生徒指導課に5名配置し、要請に
応じて派遣を行う
〇県立定時制通信制高校については、週1
回もしくは月1回配置を行う

教育庁

22
いじめ等の相談に関
する解決に向けた支
援

〇相談窓口（電話、メール、ＳＮＳ）の設
置・運営
〇児童生徒に相談窓口（電話、メール、Ｓ
ＮＳ）に関するカード、リーフレットを配
付し、周知を図った

〇相談窓口（電話、メール、ＳＮＳ）の設
置・運営
〇児童生徒に相談窓口（電話、メール、Ｓ
ＮＳ）に関するカード、リーフレットを配
付し、周知を図る

教育庁

23
不登校児童生徒に対
する支援

〇スクールカウンセラーを県内すべての学
校に配置し、犯罪等の被害に遭った不登校
児童等に対し相談支援を行える体制を整備
した。
〇不登校対策スクールカウンセラーを中学
校35校と小学校10校に配置し、不登校児童
生徒に対して家庭訪問や校内教育支援セン
ター訪問を行える体制を整備した。

〇スクールカウンセラーを県内すべての学
校に配置し、犯罪等の被害に遭った不登校
児童等に対し相談支援を行える体制を整備
する。
〇不登校対策スクールカウンセラーを中学
校35校と小学校10校に配置し、不登校児童
生徒に対して家庭訪問や校内教育支援セン
ター訪問を行える体制を整備する。

教育庁

24
女性相談支援セン
ターにおける相談及
び一時保護

〇女性相談支援センターにおいて困難を抱
える女性の相談対応を行った
〇困難な問題を抱える女性及び暴力被害者
の一時保護を行った

〇夫等からの暴力や、帰省先がない、離婚
したいなど、女性の生活上の諸問題につい
て相談に応じる
〇相談所内に設置される一時保護所で、困
難な問題を抱える女性及び暴力被害者を一
時保護する

福祉保健部

25
ストーカー・ＤＶ被
害者等に対する支
援・保護対策

〇加害者に対する精神医学・心理学的アプ
ローチ（精神科医等からのアドバイス及び
カウンセリング講座の受講）の実施
〇被害者に対する携帯用緊急通報装置（コ
コセコム）の貸出し
〇被害者等の一時避難場所確保に要する経
費の公費負担

〇精神医療機関等と連携を図り、ストー
カー加害者に対するアプローチを積極的に
実施し、再犯の抑止を図る
〇事案内容に応じて被害者等に携帯用緊急
通報装置を貸出し、早期に被害者保護を図
る
〇行政機関、宿泊事業者と連携し、被害者
等の避難措置を徹底する

警察本部
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る関係機関による連
携
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26
男女平等社会の形成
を阻害する行為に関
する相談対応

〇「公益財団法人新潟県女性財団」へ「男
女平等推進相談室」の運営を委託し、相談
に対応
＊R7相談実績：1,149件
〇必要に応じて関係機関を紹介し、適切な
相談窓口に繋げた

〇「公益財団法人新潟県女性財団」へ「男
女平等推進相談室」の運営を委託し、相談
に対応する
〇相談室を周知するための広報に取り組む 知事政策局

〇虐待防止施策推進研修（地域振興局）：
3圏域3回
〇虐待防止ネットワーク運営推進事業（地
域振興局）：1圏域2回
〇養介護施設・事業所管理者等向けBPSD対
応研修（県社会福祉士会に委託）：3回
〇高齢者権利擁護相談支援窓口の設置（県
社会福祉士会に委託）
＊検討会調整：3件、電話相談調整：2件、
研修企画へのアドバイザー派遣：3回
＊専門職チームの派遣：5回
＊処遇困難事例検討会の開催：「虐待対応
ゼミ」と称した事例検討会を4回実施
＊市町村又は地域包括支援センターが実施
する事例検討会の助言者として専門職チー
ム員を派遣

〇虐待防止施策推進研修（地域振興局）
〇虐待防止ネットワーク運営推進事業（地
域振興局）
〇養介護施設・事業所管理者等向けBPSD対
応研修（県社会福祉士会に委託）3回
〇高齢者権利擁護相談支援窓口の設置（県
社会福祉士会に委託）
＊相談・調整窓口の設置
＊専門職チームの派遣
＊処遇困難事例検討会の開催 福祉保健部
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〇新潟県社会福祉協議会に委託して、以下
の事業を実施
＊市町村職員等を対象とした研修会の実施
 ・成年後見制度担当者研修会（R7.7.9）
100名参加
 ・市町村長申立推進研修会＜基礎編＞
（R7.8.25）143名参加
 ・市町村長申立推進研修会＜応用編＞
（R7.9.3）36名参加
 ・中核機関ネットワーク会議
（R7.12.17）計48名参加
 ・法人後見スタートアップ研修会
（R7.10.21）41名参加
 ・社会福祉法人による法人後見団体ネッ
トワーク会議（R8.3.3）34名参加
＊市町村への助言・支援（各市町村の状況
把握や専門職団体との意向調整、アドバイ
ザー派遣、訪問検討会等）
 ・相談対応　106回
　県内自治体職員や社協職員などからの、
中核機関の整備状況や市町村長申立ての進
め方などに係る随時の相談に対応
 ・訪問検討会　35回
　対象市町村に対し、中核機関の機能拡充
や権利擁護人材の養成等の支援を実施
 ・法人後見訪問検討会　9回
　対象市町村に対し、法人後見事業実施に
向けた意見交換や助言等を実施
＊専門職団体等との意見交換会の実施
 ・2回（12月,３月）実施し、市町村にお
ける成年後見制度利用促進に向けた検討を
行った
　これらの取組を通じて、市町村における
成年後見制度の必要性等について認識が深
まり、計画策定や中核機関の設置が進んだ
市町村もでてきたが、まだ取組が遅れてい
る市町村もある

〇新潟県社会福祉協議会に委託して、以下
の事業を実施
＊市町村職員等を対象とした研修会の実施
 ・成年後見制度担当者研修会
 ・市町村長申立てに関する研修会＜基礎
編＞
 ・市町村長申立てに関する研修会＜応用
編＞
 ・中核機関ネットワーク会議
 ・法人後見スタートアップ研修会
 ・法人後見団体ネットワーク会議
＊専門的支援アドバイザー・体制整備支援
アドバイザーの配置及び相談窓口の設置
 ・県内4か所程度の市町村に訪問し、市町
村担当者と専門職団体との意見交換等を実
施
 ・第二期成年後見制度利用促進基本計画
のKPIである「担い手の確保・育成等の推
進」を図るための検討会を実施
＊専門職団体等との意見交換会の実施
 ・2回程度実施予定 福祉保健部

27
高齢者虐待防止に向

けた取組
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28
障害者虐待防止に向
けた取組

〇障害者権利擁護センターを設置し、使用
者虐待に関する通報又は届出の受理、障害
者虐待に関する相談に対応、市町村及び関
係機関との連絡調整、情報提供、その他必
要な援助を実施
〇新潟県障害者虐待防止・権利擁護研修を
実施（障害福祉施設従事者等、市町村担当
職員の対象者別に研修を実施）
〇新潟県自立支援協議会権利擁護部会の実
施（11/27）
〇障害者虐待防止対策支援専門委員の派遣
＊R7実績：7件

〇障害者権利擁護センターの運営
〇障害者虐待防止・権利擁護研修の実施
〇新潟県自立支援協議会権利擁護部会の実
施
〇障害者虐待防止対策支援専門委員の派遣

福祉保健部

29
性暴力・性犯罪被害
者への支援

〇（公社）にいがた被害者支援センターへ
の業務委託により「性暴力被害者支援セン
ターにいがた」を運営
〇性暴力・性犯罪被害者に対する一元的・
総合的な支援窓口として、相談業務や支援
業務、警察等への付添い、相談員の育成等
を実施
〇専用電話「♯8891（はやくワンストッ
プ）」24時間365日の相談体制により対応
　＊R7年度実績：電話相談998件、面接相
談33件、メール相談31件、直接支援142件
〇相談窓口の広報を実施
・性暴力被害者支援カードの配付（小学校
低学年用、高学年用）
・ＳＮＳを活用した広報（LINE、X（旧
Twitter、Yahoo!広告）、新聞広告
・「被害者支援を考える月間」でのパネル
展示、リーフレット配付
・商業施設での広報啓発

〇「（公社）にいがた被害者支援セン
ター」への業務委託により、性暴力・性犯
罪被害者に対する一元的・総合的な支援窓
口として、「性暴力被害者支援センターに
いがた」を開設し、電話・面接相談、メー
ル相談、病院や警察等への付添い支援等を
行う
〇SNS等を活用し、相談窓口の広報を実施
する

総務部

30
性犯罪被害者等への
支援

〇R7年度は120名の性犯罪指定捜査員を指
定した
〇性犯罪被害者への対応について、対象の
警察官に対して教養を実施した
〇R7.11月、性犯罪被害専門部会を開催す
ることにより、関係機関との連携を図った

〇適正捜査を推進し、性犯罪被害者に対す
る二次被害を防止する
〇性犯罪被害専門部会を開催し、引き続き
関係機関との連携を図る

警察本部

31
性犯罪被害に関する
相談対応

〇相談を受けたものについては適切に対応
したうえ記録化し、引き続きの対応や事件
化が必要なものについては関係所属に対し
て確実に引き継ぎを行った
＊相談件数：90件

〇全国共通電話番号（＃8103／ハートさ
ん）により、性犯罪被害に関する電話相談
を受け付ける

警察本部

32 妊娠相談窓口

〇夜間の相談窓口として「にいがた助産師
そうだん～赤ちゃん、子育て、妊娠、思春
期、からだのこと～」を新潟県助産師会へ
委託実施
＊R7年度相談実績：延べ543件

〇新潟県助産師会へ委託し、相談対応方法
を電話からメール相談に切り替えて窓口開
設を継続する
〇相談窓口について、周知・啓発を図る

福祉保健部

33
暴力団犯罪被害者へ
の支援

〇暴力団員等に関する相談対応を実施
（128件）
〇弁護士相談費用助成についてはR7年度中
実績なし

〇「暴力団犯罪被害者等支援窓口」とし
て、相談対応や情報提供及び助言、指導を
行うほか、弁護士相談費用助成等を行い、
適切な支援に繋げる

警察本部

34
暴力団等からの保護
対策

〇暴力団員等を被疑者とする事件の被害者
及び被害関係者に対して、被害を未然に防
止する為、関係機関との連携を図り、携帯
型緊急通報装置の貸出し等を行った
＊R7年度実績
・保護対策実績：50件（前年から継続26
件、新規24件）

〇暴力団等からの危害の未然防止を図り、
保護対象者の安全を確保するため、携帯型
緊急通報装置の貸出し等を行うほか、必要
に応じて身辺警戒員による保護対策やパト
ロールを実施する 警察本部
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35
自殺予防対策（ここ
ろの相談）

〇新潟県こころの相談ダイヤル（毎日24時
間）開設
 ＊R7年度相談対応件数：9,808件（新潟市
実施分を除く）

〇相談窓口の周知継続
〇関係機関との連携により、適切な関係機
関等への支援につなげていく 福祉保健部

36 医療機能情報の提供

〇医療機能情報を「医療情報ネット（ナビ
イ）」で公表した

〇全国統一的な情報提供システム（医療情
報ネット）により医療機能情報を公表

福祉保健部

37
高次脳機能障害者へ
の支援

〇高次脳機能障害相談支援センター及び保
健所にて、高次脳機能障害に関する相談の
対応及び家族教室等の開催等を行った
〇医療・福祉・保健等の関係職員を対象
に、支援技術の向上や連携を図るために研
修会を開催した
＊R7実績：
・相談支援：直接相談443件
            間接相談375件
・高次脳機能障害支援養成研修：
（基礎）講義のみ91名、講義及び演習30名
（実践）講義のみ91名、講義及び演習30名
・圏域別支援従事者研修会：
                     7圏域、161名参加
・家族のつどい ：13回　参加者延べ94名
・当事者のつどい：4回　参加者延べ28名

〇高次脳機能障害相談支援センターの運営
〇高次脳機能障害に関する相談対応
〇家族向け講演会等の開催
〇ブロック別支援従事者研修会開催
〇高次脳機能障害支援養成研修会開催
〇高次脳機能障害者支援地域協議会実施

福祉保健部

38
ひとり親家庭等の自
立に向けた支援

〇ひとり親家庭のこどもへの学習等支援事
業を実施する市町村に対して補助を行った

〇ひとり親家庭のこどもへの学習等支援事
業を実施する市町村に対して補助を行う
〇未実施市町村に対して働きかけを行う 福祉保健部

39
ひとり親家庭等の就
業等に向けた支援

〇ひとり親家庭等就業・自立支援事業にお
いて、ひとり親家庭の父母等の自立に向け
た相談を行った
〇新潟・長岡・上越地域において来所相談
ができる体制を整備した
〇事業周知のためのリーフレットを作成
し、広報・周知を図った

〇ひとり親家庭等就業・自立支援事業にお
いて、ひとり親家庭の父母等の自立に向け
た相談を行う
〇新潟・長岡・上越地域において来所相談
ができる体制を整備する
〇事業周知のためのリーフレットを作成
し、広報・周知を図る

福祉保健部

40
個別労働関係紛争の
解決促進に向けた取
組

〇県庁内の労働相談所において、労働者及
び事業主からの相談対応や必要な情報の提
供を行った
＊R7年度相談実件数：1,697件

〇県庁内の労働相談所における、労働者及
び事業主からの相談対応や必要な情報の提
供 産業労働部

41
若年者の就労に向け
た支援

〇若年者の就職促進を図るため、若年者ワ
ンストップサービスセンター（ジョブカ
フェ）において、職業に関する情報提供や
キャリアコンサルティング、セミナー等に
よる就職活動支援、併設ハローワークにお
ける職業紹介など、総合的な支援を実施し
た

〇若年者の就職促進のためのワンストップ
サービスセンターにおいて、若年求職者の
キャリア形成を支援する

産業労働部

42
就労に向けた情報提
供

〇県内企業の情報をウェブサイト「新潟企
業情報ナビ」にて公開した
＊R7年度末公開企業数：約1,750社

〇県内企業の情報をウェブサイト「新潟企
業情報ナビ」にて公開

産業労働部

43
消費者被害に関する
相談対応

＊消費生活相談：15,133件
＊あっせん：1,441件（うち解決:1,348
件）

〇消費生活センターにおいて、契約トラブ
ルや悪質商法等の消費者被害に関する相談
対応や苦情処理のためのあっせん等を行う 総務部
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〇県、警察、市町村、関係機関・団体等の
職員を対象とした犯罪被害者等による講演
会の実施や市町村担当職員研修を通じ、犯
罪被害者等の現状、犯罪被害者等支援の必
要性、二次的被害の防止等に関する理解を
深めた

＊市町村担当会長会議（オンライン1回）
＊市町村担当者事例検討研修
（県内2会場）

〇犯罪被害者等による講演会や市町村担当
職員研修を通じ、犯罪被害者等の現状、犯
罪被害者等支援の必要性、二次的被害の防
止等に関する理解を深める
○市町村窓口担当のスキルアップを図るた
め、犯罪被害者等支援コーディネーターを
講師とした事例検討を行う

総務部

〇関係機関に対し積極的に講師を派遣する
などし、関係機関職員の被害者支援の理解
の増進に貢献した。
＊主な活動
・新潟少年学院における在院者及び職員向
けの訪問教養の実施（R8.3.11）
・新潟県公認心理師会諸団体交流研修会
(R8.3.8）

〇関係機関からの指導教養の要望がある都
度、その要望に応じた活動を推進していく
〇指導教養の必要性がある場合は、積極的
に研修会等の開催を働きかける

警察本部

45
(3)

市町村における総合
的対応窓口の周知等
【再掲】

○広報活動等を通じて、相談窓口の周知に
取り組んだ
○支援施策、相談窓口を掲載した「令和7
年度版支援メニューリスト」を全市町村で
作成し、県警や被害者支援センターと情報
共有を図った

〇市町村総合的対応窓口について、県㏋等
で周知を行う
○支援施策、相談窓口を掲載した「令和8
年度版支援メニューリスト」を全市町村で
作成する
○施策の策定や実施に必要な情報の提供
や、犯罪被害者等支援コーディネーターの
助言などにより、市町村における支援の充
実に努める

総務部

46
支援従事者向け手引
の作成・配布

〇犯罪被害者等が必要とする情報をまとめ
た「犯罪被害者等支援ハンドブック」をHP
に掲出し、広く関係機関等に周知を図った

〇「犯罪被害者等支援ハンドブック」につ
いて、会議の場などを通じて活用を推進
し、支援の充実に努める 総務部

〇犯罪被害者等支援ハンドブック等におい
て、被害者支援における代理受傷の留意点
を周知し、支援者のケアに努めた

〇各種研修等において、代理受傷の主な症
状や症状解消のための工夫などの留意点を
示し、代理受傷の防止に取り組む 総務部

〇採用後間もない警察官を対象とした研修
や、昇任時における研修等、様々な機会を
通じ、代理受傷に関する教養を行った。ま
た部内向けの代理受傷防止に関する教養資
料を作成した

〇様々な研修の機会を通じ、代理受傷防止
に関する教養を行う

警察本部

48
(8)

犯罪被害者等早期援
助団体による犯罪被
害者等への支援【再
掲】

＊にいがた被害者支援センター活動実績
・電話相談：1,613件
・面接相談：56件
・メール相談:64件
・付添い、生活支援等の直接支援：261件
・自助グループ開催：6回(34名参加)

〇「にいがた被害者支援センター」に業務
を委託し、犯罪被害者等への相談業務や裁
判所・病院・警察等への付添い、代理傍
聴、生活支援等を適切に実施する

警察本部

49
民間支援団体の人材
育成に関する支援

〇にいがた被害者支援センターにおいて支
援活動員の新規採用講座がなかったことか
ら、「支援活動員採用時養成講座」への講
師派遣はなかった

〇要請を受けたときは研修会に講師を派遣
するとともに、支援員等の人材育成におけ
る支援を行う

総務部
警察本部

47
代理受傷防止のため
の取組

　
２
　
人
材
の
育
成

44

県、警察、市町村、
関係機関・団体等の
職員を対象とした研
修等の実施

１
　
相
談
支
援
等
の
体
制
整
備
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50
警察職員に対する教
養の実施

〇異動時期や採用時など必要に応じて計画
的に指導教養を実施した
＊実施した主な指導教養
・被害者支援兼務者会議の開催（R7.5）
・被害者支援事務担当者研修会の開催
（R7.4）
・指定被害者支援要員研修会の開催
（R7.5）
・被害者支援専科の開催（R7.5、6月）
・初任科生及び各専科生など警察学校入校
生に対する教養の実施（適宜実施）
・各警察署に対する業務指導の実施（適宜
実施）

〇被害者に直接支援に当たる職員に対して
必要な指導教養を実施する

警察本部

51
(29)

性暴力・性犯罪被害
者への支援【再掲】

〇（公社）にいがた被害者支援センターへ
の業務委託により「性暴力被害者支援セン
ターにいがた」を運営
〇性暴力・性犯罪被害者に対する一元的・
総合的な支援窓口として、相談業務や支援
業務、警察等への付添い、相談員の育成等
を実施
〇専用電話「♯8891（はやくワンストッ
プ）」24時間365日の相談体制により対応
　＊R7年度実績：電話相談998件、面接相
談33件、メール相談31件、直接支援142件
〇相談窓口の広報を実施
・性暴力被害者支援カードの配付（小学校
低学年用、高学年用）
・ＳＮＳを活用した広報（LINE、X（旧
Twitter、Yahoo!広告）、新聞広告
・「被害者支援を考える月間」でのパネル
展示、リーフレット配付
・商業施設での広報啓発

〇「（公社）にいがた被害者支援セン
ター」への業務委託により、性暴力・性犯
罪被害者に対する一元的・総合的な支援窓
口として、「性暴力被害者支援センターに
いがた」を開設し、電話・面接相談、メー
ル相談、病院や警察等への付添い支援等を
行う
〇SNS等を活用し、相談窓口の広報を実施
する

総務部

52
(37)

高次脳機能障害者へ
の支援【再掲】

〇高次脳機能障害相談支援センター及び保
健所にて、高次脳機能障害に関する相談の
対応及び家族教室等の開催等を行った
〇医療・福祉・保健等の関係職員を対象
に、支援技術の向上や連携を図るために研
修会を開催した
＊R7実績：
・相談支援：直接相談443件
            間接相談375件
・高次脳機能障害支援養成研修：
（基礎）講義のみ91名、講義及び演習30名
（実践）講義のみ91名、講義及び演習30名
・圏域別支援従事者研修会：
                     7圏域、161名参加
・家族のつどい ：13回　参加者延べ94名
・当事者のつどい：4回　参加者延べ28名

〇高次脳機能障害相談支援センターの運営
〇高次脳機能障害に関する相談対応
〇家族向け講演会等の開催
〇ブロック別支援従事者研修会開催
〇高次脳機能障害支援養成研修会開催
〇高次脳機能障害者支援地域協議会実施

福祉保健部
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〇新潟県要保護児童対策地域協議会（代表
者会議、地区別会議、研修）において情報
共有を行い、関係機関の資質向上を図った
〇「児童虐待に係る情報共有に関する取り
決め」に基づき、警察と児童相談所が相互
に情報共有を行い、連絡会議を開催した
〇警察と児童相談所の合同訓練を実施し、
職員の対応能力の向上を図った
〇11月の児童虐待防止推進月間にホーム
ページ、スポーツイベントにて周知を行っ
た

〇新潟県要保護児童対策地域協議会の代表
者会議、地区別会議、研修等を実施する
〇「児童虐待に係る情報共有に関する取り
決め」に基づき、警察との情報共有及び連
絡会議を実施する
〇警察と児童相談所の合同訓練を実施する
〇11月の児童虐待防止推進月間に啓発活動
を行う 福祉保健部

〇新潟県要保護児童対策地域協議会へ出席
し、関係機関と情報共有
〇児童虐待情報共有取り決めに基づく連絡
会へ出席し、関係機関と情報共有
〇児童相談所とともに児童虐待事案に関す
る合同訓練を実施
〇「児童虐待防止推進月間」への協力

〇関係機関との情報共有
〇児童相談所とともに児童虐待事案に関す
る合同訓練を実施する
〇「児童虐待防止推進月間」への協力

警察本部

54
(27)

高齢者虐待防止に向
けた取組【再掲】

〇虐待防止施策推進研修（地域振興局）：
3圏域3回
〇虐待防止ネットワーク運営推進事業（地
域振興局）：1圏域2回
〇養介護施設・事業所管理者等向けBPSD対
応研修（県社会福祉士会に委託）：3回
〇高齢者権利擁護相談支援窓口の設置（県
社会福祉士会に委託）
＊検討会調整：3件、電話相談調整：2件、
研修企画へのアドバイザー派遣：3回
＊専門職チームの派遣：5回
＊処遇困難事例検討会の開催：「虐待対応
ゼミ」と称した事例検討会を4回実施
＊市町村又は地域包括支援センターが実施
する事例検討会の助言者として専門職チー
ム員を派遣

〇虐待防止施策推進研修（地域振興局）
〇虐待防止ネットワーク運営推進事業（地
域振興局）
〇養介護施設・事業所管理者等向けBPSD対
応研修（県社会福祉士会に委託）3回
〇高齢者権利擁護相談支援窓口の設置（県
社会福祉士会に委託）
＊相談・調整窓口の設置
＊専門職チームの派遣
＊処遇困難事例検討会の開催 福祉保健部

53
(18)

児童虐待事案におけ
る関係機関による連
携
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55
(28)

障害者虐待防止に向
けた取組【再掲】

〇障害者権利擁護センターを設置し、使用
者虐待に関する通報又は届出の受理、障害
者虐待に関する相談に対応、市町村及び関
係機関との連絡調整、情報提供、その他必
要な援助を実施
〇新潟県障害者虐待防止・権利擁護研修を
実施（障害福祉施設従事者等、市町村担当
職員の対象者別に研修を実施）
〇新潟県自立支援協議会権利擁護部会の実
施（11/27）
〇障害者虐待防止対策支援専門委員の派遣
＊R7実績：7件

〇障害者権利擁護センターの運営
〇障害者虐待防止・権利擁護研修の実施
〇新潟県自立支援協議会権利擁護部会の実
施
〇障害者虐待防止対策支援専門委員の派遣

福祉保健部

  

56
ＤＶ被害者の支援体
制の強化

〇37機関からなる「困難な問題を抱える女
性及びDV被害者支援調整会議（代表者会
議）」を開催し、情報共有を図った
〇「困難な問題を抱える女性及びDV被害者
支援調整会議（実務者会議）」を開催し、
役割分担の確認や事例検討を行い、ネット
ワーク強化を図った
〇ＤＶ被害者等の一時保護委託を行った
〇市町村が行う民間シェルター機能の強化
を図る取組に対し、補助を行った

〇支援調整会議（代表者、実務担当者）、
研修の開催、地域資源の開拓や他施策分野
との調整を実施
〇ＤＶ被害者等の一時保護委託の実施
〇市町村が行う民間シェルター機能の強化
を図る取組に対し、補助金を交付
〇困難な問題を抱えた女性について切れ目
のない支援を推進する

福祉保健部

〇新潟県社会福祉協議会に委託して、以下
の事業を実施
＊市町村職員等を対象とした研修会の実施
 ・成年後見制度担当者研修会
 ・市町村長申立てに関する研修会＜基礎
編＞
 ・市町村長申立てに関する研修会＜応用
編＞
 ・中核機関ネットワーク会議
 ・法人後見スタートアップ研修会
 ・法人後見団体ネットワーク会議
＊専門的支援アドバイザー・体制整備支援
アドバイザーの配置及び相談窓口の設置
 ・県内4か所程度の市町村に訪問し、市町
村担当者と専門職団体との意見交換等を実
施
 ・第二期成年後見制度利用促進基本計画
のKPIである「担い手の確保・育成等の推
進」を図るための検討会を実施
＊専門職団体等との意見交換会の実施
 ・2回程度実施予定 福祉保健部

〇新潟県社会福祉協議会に委託して、以下
の事業を実施
＊市町村職員等を対象とした研修会の実施
 ・成年後見制度担当者研修会（R7.7.9）
100名参加
 ・市町村長申立推進研修会＜基礎編＞
（R7.8.25）143名参加
 ・市町村長申立推進研修会＜応用編＞
（R7.9.3）36名参加
 ・中核機関ネットワーク会議
（R7.12.17）計48名参加
 ・法人後見スタートアップ研修会
（R7.10.21）41名参加
 ・社会福祉法人による法人後見団体ネッ
トワーク会議（R8.3.3）34名参加
＊市町村への助言・支援（各市町村の状況
把握や専門職団体との意向調整、アドバイ
ザー派遣、訪問検討会等）
 ・相談対応　106回
　県内自治体職員や社協職員などからの、
中核機関の整備状況や市町村長申立ての進
め方などに係る随時の相談に対応
 ・訪問検討会　35回
　対象市町村に対し、中核機関の機能拡充
や権利擁護人材の養成等の支援を実施
 ・法人後見訪問検討会　9回
　対象市町村に対し、法人後見事業実施に
向けた意見交換や助言等を実施
＊専門職団体等との意見交換会の実施
 ・2回（12月,３月）実施し、市町村にお
ける成年後見制度利用促進に向けた検討を
行った
　これらの取組を通じて、市町村における
成年後見制度の必要性等について認識が深
まり、計画策定や中核機関の設置が進んだ
市町村もでてきたが、まだ取組が遅れてい
る市町村もある

54
(27)

高齢者虐待防止に向
けた取組【再掲】
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57
(8)
(48)

犯罪被害者等早期援
助団体による犯罪被
害者等への支援【再
掲】

＊にいがた被害者支援センター活動実績
・電話相談：1,613件
・面接相談：56件
・メール相談:64件
・付添い、生活支援等の直接支援：261件
・自助グループ開催：6回(34名参加)

〇「にいがた被害者支援センター」に業務
を委託し、犯罪被害者等への相談業務や裁
判所・病院・警察等への付添い、代理傍
聴、生活支援等を適切に実施する

警察本部

58
(29)
(51)
(58)

性暴力・性犯罪被害
者への支援【再掲】

〇（公社）にいがた被害者支援センターへ
の業務委託により「性暴力被害者支援セン
ターにいがた」を運営
〇性暴力・性犯罪被害者に対する一元的・
総合的な支援窓口として、相談業務や支援
業務、警察等への付添い、相談員の育成等
を実施
〇専用電話「♯8891（はやくワンストッ
プ）」24時間365日の相談体制により対応
　＊R7年度実績：電話相談998件、面接相
談33件、メール相談31件、直接支援142件
〇相談窓口の広報を実施
・性暴力被害者支援カードの配付（小学校
低学年用、高学年用）
・ＳＮＳを活用した広報（LINE、X（旧
Twitter、Yahoo!広告）、新聞広告
・「被害者支援を考える月間」でのパネル
展示、リーフレット配付
・商業施設での広報啓発

〇「（公社）にいがた被害者支援セン
ター」への業務委託により、性暴力・性犯
罪被害者に対する一元的・総合的な支援窓
口として、「性暴力被害者支援センターに
いがた」を開設し、電話・面接相談、メー
ル相談、病院や警察等への付添い支援等を
行う
〇SNS等を活用し、相談窓口の広報を実施
する

総務部

59
(49)

民間支援団体の人材
育成に関する支援
【再掲】

〇にいがた被害者支援センターにおいて支
援活動員の新規採用講座がなかったことか
ら、「支援活動員採用時養成講座」への講
師派遣はなかった

〇要請を受けたときは研修会に講師を派遣
するとともに、支援員等の人材育成におけ
る支援を行う

総務部
警察本部

60
犯罪被害者等早期援
助団体に対する指導

〇「にいがた被害者支援センター」に対し
必要に応じて指導や助言を行った
〇改善命令を行う事案はなかった

〇必要に応じて、犯罪被害者等早期援助団
体（にいがた被害者支援センター）に対し
て指導助言を実施する

警察本部

 ＜ホンデリングの取組＞
〇県庁生協書籍コーナー及び巡回パネル展
会場等に「ホンデリング回収ボックス」を
設置、民間支援団体の自主財源確保の取組
に対して支援を行った
＊R7年度実績：書籍等 202冊　11,690円
＜寄附型自動販売機の設置の取組＞
〇県立施設、高等学校等関係機関に設置協
力の依頼を行うとともに、各種広報におい
て寄附型自動販売機を周知し、購入促進を
図った
＊R7年度実績：167台　8,732,075円

＜ホンデリングの取組＞
〇県HPや市町村会議等での周知
〇県庁生協書籍コーナーやイベントにおけ
る回収ボックスの設置
＜寄附型自動販売機の設置の取組＞
〇関係機関への協力依頼、各種広報におけ
る周知、購入の促進を図る 総務部

＜ホンデリングの取組＞
〇本部南口にホンデリング・ポストを設置
〇各警察署におけるホンデリング月間等の
取組
＜寄附型自動販売機の取組＞
〇各種会議会合等における設置呼びかけ
＊R7年度の実績　874万円

＜ホンデリングの取組＞
〇警察本部南口にホンデリング・ポストの
設置
〇各警察署におけるホンデリングプロジェ
クトの取組
＜寄附型自動販売機の取組＞
〇寄附型自動販売機の導入、購入の促進を
図る

警察本部
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62
早期援助団体に対す
る被害者等情報の提
供

＊R7年度実績：16件（刑事事件の被害者や
家族、交通事故等の遺族や被害者家族等）

〇早期援助団体に対し適正な情報提供を行
い、被害者等が必要としている支援の引継
ぎを行う。 警察本部

63
民間支援団体との連
携・協力の促進

〇県、警察、にいがた被害者支援センター
の三者間で定期的に会議を設け、情報の交
換と連携強化を図った

〇定期的に県、県警、(公社)にいがた被害
者支援センターの三者会議を開催し、被害
者支援にかかる連携・協力をより一層強化
するとともに、施策、広報・啓発等に関す
る検討や情報共有を図る

総務部
警察本部

〇巡回パネル展や商業施設での広報活動に
おいてリーフレット等の配付や県HPでの紹
介等により、民間支援団体の活動の周知を
行った
〇市町村担当課長会議において、民間者支
援団体等の活動を紹介、連携した支援等に
ついて働きかけを行った

〇民間者支援団体との連携した支援等につ
いて、市町村担当課長会議等において働き
かける
〇民間支援団体の活動について、県HPなど
で紹介、周知を図る

総務部

〇県警における各種広報活動の中で「にい
がた被害者支援センター」の活動を周知す
るための広報も併せて実施したほか、県警
ホームページに、同センターの相談窓口や
活動内容を掲載し同センターの周知に努め
た

〇犯罪被害者支援室及び各警察署のあらゆ
る活動を通じて「にいがた被害者支援セン
ター」を支援するための活動を推進する

警察本部

  〇犯罪被害者等の現状や、被害者支援の必
要性及び民間支援団体の意義や支援活動に
ついての周知等を図るため、民間企業と連
携した広報・啓発、県HP等での情報発信に
加え、被害者支援を考える月間（11月）に
おいて､県民理解の促進に向けた活動に取
り組んだ
＊R7年度実績
・犯罪被害者支援フォーラムの開催
・新潟県巡回パネル展の開催(５市町村)
・横断幕・懸垂幕・ポスター掲示
・商業施設でのパネル展、街頭広報　等

〇被害者支援を考える月間（11月）におい
て、犯罪被害者支援フォーラム及び新潟県
巡回パネル展等を開催し、集中的な広報啓
発活動を実施するとともに、民間企業と連
携した取組を推進する
〇ウェブサイト・SＮS等広報啓発手法や媒
体の多様化に努める

総務部

〇あらゆる警察活動を通じて県民が被害者
支援の理解を深めるための広報活動に努め
たほか、県警における11月の広報重点を
「犯罪被害者等支援活動の周知と参加の促
進及び犯罪被害給付制度の周知徹底」に定
めて重点的に広報活動を行った
＊主な活動
・犯罪被害者支援フォーラム（R7.11.22）
・イオンモール新潟亀田インターにおける
街頭広報（R7.7.22～7.27）
・県警ホームページ、SNS、ラジオスポッ
トを活用した広報

〇あらゆる警察活動を通じて被害者支援を
周知するための活動に努めるほか、11月を
被害者支援広報の強化月間として重点的に
広報活動を推進する
・イオンモール新潟亀田インターにおける
街頭広報（R8.7.22～7.28)
・犯罪被害者支援フォーラムの開催
（R8.11.14） 警察本部
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66
(9)

指定被害者支援要員
による支援【再掲】

〇各警察署の実情に応じて指定被害者支援
要員を配置し対象事件の被害者に対して適
切な支援を行った
＊指定人員：上半期779名、下半期781名

〇各警察署の情勢の変化に応じて指定要員
の配置を行う
＊指定人員：768人（R8.4月現在） 警察本部

67
(8)
(48)
(57)

犯罪被害者等早期援
助団体による犯罪被
害者等への支援【再
掲】

＊にいがた被害者支援センター活動実績
・電話相談：1,613件
・面接相談：56件
・メール相談:64件
・付添い、生活支援等の直接支援：261件
・自助グループ開催：6回(34名参加)

〇「にいがた被害者支援センター」に業務
を委託し、犯罪被害者等への相談業務や裁
判所・病院・警察等への付添い、代理傍
聴、生活支援等を適切に実施する

警察本部

68
(62)

早期援助団体に対す
る被害者等情報の提
供【再掲】

＊R7年度実績：16件（刑事事件の被害者や
家族、交通事故等の遺族や被害者家族等）

〇早期援助団体に対し適正な情報提供を行
い、被害者等が必要としている支援への引
継ぎを行う

警察本部

69
警察職員によるカウ
ンセリング制度の運
用

〇性犯罪事件、交通死亡事故等において、
被害者等の精神的被害の回復のため、警察
職員の犯罪被害者等カウンセラー（臨床心
理士・公認心理師の有資格者）が、カウン
セリング等を行った
＊実績：33名68回実施

〇被害者等の精神的被害の回復のため、カ
ウンセリング等を実施する

警察本部

70
(11)

死傷者多数事案発生
時における支援【再
掲】

〇R7年度中、死傷者多数事案の発生はな
かった

〇早期に支援体制を確立するために死傷者
多数事案対応マニュアル等の整備、改訂を
行う

警察本部

71
(14)

捜査情報の適切な提
供【再掲】

〇R7年度中は、約312件の被害者連絡対象
事件について、被害者の手引きを活用し、
被害者のニーズに応じた情報提供を実施し
た。また要望に応じて被害者支援団体等の
への紹介・引き継ぎも早期に実施した

〇被害者連絡制度対象の全事件について、
被害者のニーズに応じた情報提供を実施す
る

警察本部

72
(29)
(51)
(58)

性暴力・性犯罪被害
者への支援【再掲】

〇（公社）にいがた被害者支援センターへ
の業務委託により「性暴力被害者支援セン
ターにいがた」を運営
〇性暴力・性犯罪被害者に対する一元的・
総合的な支援窓口として、相談業務や支援
業務、警察等への付添い、相談員の育成等
を実施
〇専用電話「♯8891（はやくワンストッ
プ）」24時間365日の相談体制により対応
　＊R7年度実績：電話相談998件、面接相
談33件、メール相談31件、直接支援142件
〇相談窓口の広報を実施
・性暴力被害者支援カードの配付（小学校
低学年用、高学年用）
・ＳＮＳを活用した広報（LINE、X（旧
Twitter、Yahoo!広告）、新聞広告
・「被害者支援を考える月間」でのパネル
展示、リーフレット配付
・商業施設での広報啓発

〇「（公社）にいがた被害者支援セン
ター」への業務委託により、性暴力・性犯
罪被害者に対する一元的・総合的な支援窓
口として、「性暴力被害者支援センターに
いがた」を開設し、電話・面接相談、メー
ル相談、病院や警察等への付添い支援等を
行う
〇SNS等を活用し、相談窓口の広報を実施
する

総務部

73
(30)

性犯罪被害者等への
支援【再掲】

〇R7年度は120名の性犯罪指定捜査員を指
定した
〇性犯罪被害者への対応について、対象の
警察官に対して教養を実施した
〇R7.11月、性犯罪被害専門部会を開催す
ることにより、関係機関との連携を図った

〇適正捜査を推進し、性犯罪被害者に対す
る二次被害を防止する
〇性犯罪被害専門部会を開催し、引き続き
関係機関との連携を図る

警察本部

74
(19)

被害少年の保護対策
【再掲】

〇被害少年に配慮した捜査活動や支援活動
〇職員の支援技術向上のための研修参加や
資格取得
〇各学校やＳＮＳ等での犯罪被害防止広報
活動

〇被害少年への支援及び支援に関する広
報・啓発活動等を実施する

警察本部
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75
(38)

ひとり親家庭等の自
立に向けた支援【再
掲】

〇ひとり親家庭のこどもへの学習等支援事
業を実施する市町村に対して補助を行った

〇ひとり親家庭のこどもへの学習等支援事
業を実施する市町村に対して補助を行う
〇未実施市町村に対して働きかけを行う 福祉保健部

76
ひとり親家庭等の自
立支援訓練給付金制
度の運用

〇ひとり親家庭の父母等が資格取得等に向
けた講座を受講した場合等に給付金を給付
した

〇ひとり親家庭の父母等の自立に向け、資
格取得等に向けた講座の受講費用、養成機
関修業中の生活費等を給付する
〇児童扶養手当現況届を活用した事業の周
知を行う

福祉保健部

77
こどもの居場所づく
りに対する支援【再
掲】

〇こどもの居場所づくりに取り組む団体に
対して補助を行った

〇こどもの居場所づくりに取り組む団体に
対して補助を行う

福祉保健部

78
県営住宅における犯
罪被害者等の優先入
居等

〇R7年度は優先入居により1名が入居 〇優先入居や目的外使用の取扱いについ
て、犯罪被害者等の円滑な入居促進を図る
ため、管理市等への周知を行う 土木部

79

居住支援協議会及び
居住支援法人による
賃貸住宅への入居支
援

【都市政策課】
〇R7年度の犯罪被害者等及びDV被害者によ
る入居相談件数は、90件（新潟県居住支援
協議会事務局２件、居住支援法人88件）
【建築住宅課】
〇住宅確保要配慮者の居住支援を行う法人
を指定(現在14法人を指定）

【都市政策課】
〇「新潟県居住支援協議会」による勉強会
の開催等を通じて、市町村や居住支援法人
等と連携を図りながら支援体制の構築を進
める
【建築住宅課】
〇居住支援法人に関する制度の周知を図
り、居住支援法人の数を増やす

土木部

80
ハウスクリーニング
費用公費支出制度の
運用

〇R7は支出対象となる遺族がいなかったた
め、支出実績なし

〇事案発生時には、被害者遺族の精神的・
経済的負担軽減のため、迅速かつ適切に運
用する

警察本部

81
未成年後見人に関す
る支援制度の運用

〇経済的理由で後見人への報酬を支払うこ
とができない児童の後見人への報酬助成を
実施した

〇経済的理由で後見人への報酬を支払うこ
とができない児童の後見人への報酬助成を
実施する

福祉保健部

82
一時避難場所公費負
担制度の運用

〇R7は支出対象となる案件が無かったた
め、支出実績なし

〇事案発生時には、被害者等の精神的・経
済的負担軽減のため、迅速かつ適切に運用
する 警察本部

83
(25)

ストーカー・ＤＶ被
害者等に対する支
援・保護対策【再
掲】

〇加害者に対する精神医学・心理学的アプ
ローチ（精神科医等からのアドバイス及び
カウンセリング講座の受講）の実施
〇被害者に対する携帯用緊急通報装置（コ
コセコム）の貸出し
〇被害者等の一時避難場所確保に要する経
費の公費負担

〇精神医療機関等と連携を図り、ストー
カー加害者に対するアプローチを積極的に
実施し、再犯の抑止を図る
〇事案内容に応じて被害者等に携帯用緊急
通報装置を貸出し、早期に被害者保護を図
る
〇行政機関、宿泊事業者と連携し、被害者
等の避難措置を徹底する

警察本部

84
(56)

ＤＶ被害者の支援体
制の強化【再掲】

〇37機関からなる「困難な問題を抱える女
性及びDV被害者支援調整会議（代表者会
議）」を開催し、情報共有を図った
〇「困難な問題を抱える女性及びDV被害者
支援調整会議（実務者会議）」を開催し、
役割分担の確認や事例検討を行い、ネット
ワーク強化を図った
〇ＤＶ被害者等の一時保護委託を行った
〇市町村が行う民間シェルター機能の強化
を図る取組に対し、補助を行った

〇支援調整会議（代表者、実務担当者）、
研修の開催、地域資源の開拓や他施策分野
との調整を実施
〇ＤＶ被害者等の一時保護委託の実施
〇市町村が行う民間シェルター機能の強化
を図る取組に対し、補助金を交付
〇困難な問題を抱えた女性について切れ目
のない支援を推進する

福祉保健部
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85
(17)

児童虐待に関する相
談及び一時保護【再
掲】

〇児童福祉司及び市町村要保護児童対策調
整機関の担当者に対する研修を実施した
〇国等の研修専門機関の専門的な研修に児
童相談所職員を派遣した
〇中央福祉相談センターに市町村支援専任
児童福祉司やヤングケアラーコーディネー
ターを配置し、市町村等への支援を強化し
た
〇児童相談所及び一時保護所の第三者評価
を実施し、支援の質の向上を図った
〇ＳＮＳを活用した相談体制を構築し、こ
どもや家庭からの相談に応じた
〇システムにより、児童相談所で扱う児童
情報及び一連の相談支援業務を一括管理・
共有した
○一時保護施設等に意見表明支援員を派遣
し、こどもの意見表明の機会を確保した

〇市町村及び児童相談所職員への研修を実
施する
〇国等の研修専門機関の専門的な研修に児
童相談所職員を派遣する
〇中央福祉相談センターに市町村支援専任
児童福祉司やヤングケアラーコーディネー
ターを配置し、市町村等への支援を実施す
る
〇児童相談所及び一時保護施設の第三者評
価の実施により支援の質の向上を図る
〇ＳＮＳを活用して、こどもや家庭からの
相談に応じる
○システムにより、児童相談所で扱う児童
情報及び一連の相談支援業務を一括管理・
共有する
○一時保護施設等に意見表明支援員を派遣
し、こどもの意見表明の機会を確保する

福祉保健部

 

 
86

(24)

女性相談支援セン
ターにおける相談及
び一時保護【再掲】

〇女性相談支援センターにおいて困難を抱
える女性の相談対応を行った
〇困難な問題を抱える女性及び暴力被害者
の一時保護を行った

〇夫等からの暴力や、帰省先がない、離婚
したいなど、女性の生活上の諸問題につい
て相談に応じる
〇相談所内に設置される一時保護所で、困
難な問題を抱える女性及び暴力被害者を一
時保護する

福祉保健部

87

女性自立支援施設
「あかしや寮」にお
ける一時保護
【再掲】

〇保護の対象となる困難な問題を抱える女
性及び暴力被害者に対し支援を行った

〇困難な問題を抱える女性及び暴力被害者
を保護し、その自立を支援する

福祉保健部

88
母子生活支援施設扶
助制度の運用

〇母子が母子生活支援施設に入所し、母子
保護の実施を行った際の必要経費を負担し
た
〇市が行う母子生活支援施設での母子保護
を行た際の負担金の交付を行った

〇母子が母子生活支援施設に入所し、母子
保護の実施を行った際の必要経費を負担す
る
〇市が行う母子生活支援施設での母子保護
を行た際の負担金の交付を行う

福祉保健部

89
(40)

個別労働関係紛争の
解決促進に向けた取
組【再掲】

〇県庁内の労働相談所において、労働者及
び事業主からの相談対応や必要な情報の提
供を行った
＊R7年度相談実件数：1,697件

〇県庁内の労働相談所における、労働者及
び事業主からの相談対応や必要な情報の提
供 産業労働部

90
離職者の就労に向け
た職業訓練

〇求職者の訓練ニーズや特性に応じて職業
訓練実施計画を策定し、受講者1,098人、
就職者509人（R8.4末時点）となっている
なお、R8.4末時点で訓練中のコースや、就
職支援中のコースがあるため就職者は今後
増える見込み

〇離職者に様々な職業訓練を提供して円滑
な再就職を支援する
＊R8定員：1,478人

産業労働部

91
(41)

若年者の就労に向け
た支援【再掲】

〇若年者の就職促進を図るため、若年者ワ
ンストップサービスセンター（ジョブカ
フェ）において、職業に関する情報提供や
キャリアコンサルティング、セミナー等に
よる就職活動支援、併設ハローワークにお
ける職業紹介など、総合的な支援を実施し
た

〇若年者の就職促進のためのワンストップ
サービスセンターにおいて、若年求職者の
キャリア形成を支援する

産業労働部

92
(42)

就労に向けた情報提
供

〇県内企業の情報をウェブサイト「新潟企
業情報ナビ」にて公開した
＊R7年度末公開企業数：約1,750社

〇県内企業の情報をウェブサイト「新潟企
業情報ナビ」にて公開

産業労働部

93
若年者の就労に向け
た職業訓練

〇様々な職種の職業体験を行う「ワークト
ライアル」には436人が参加した
また、企業実習を組み合わせた職業訓練を
実施し、27人（R8.4末現在）が就職した

〇不安定就労を繰り返す若年求職者等の雇
用の安定化を支援するため、特性に応じた
職業訓練を実施する

産業労働部
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94
(38)
(75)

ひとり親家庭等の自
立に向けた支援【再
掲】

〇ひとり親家庭のこどもへの学習等支援事
業を実施する市町村に対して補助を行った

〇ひとり親家庭のこどもへの学習等支援事
業を実施する市町村に対して補助を行う
〇未実施市町村に対して働きかけを行う 福祉保健部

95
(76)

ひとり親家庭等の自
立支援訓練給付金制
度の運用【再掲】

〇ひとり親家庭の父母等が資格取得等に向
けた講座を受講した場合等に給付金を給付
した

〇ひとり親家庭の父母等の自立に向け、資
格取得等に向けた講座の受講費用、養成機
関修業中の生活費等を給付する
〇児童扶養手当現況届を活用した事業の周
知を行う

福祉保健部

96
(39)

ひとり親家庭等の就
業等に向けた支援
【再掲】

〇ひとり親家庭等就業・自立支援事業にお
いて、ひとり親家庭の父母等の自立に向け
た相談を行った
〇新潟・長岡・上越地域において来所相談
ができる体制を整備した
〇事業周知のためのリーフレットを作成
し、広報・周知を図った

〇ひとり親家庭等就業・自立支援事業にお
いて、ひとり親家庭の父母等の自立に向け
た相談を行う
〇新潟・長岡・上越地域において来所相談
ができる体制を整備する
〇事業周知のためのリーフレットを作成
し、広報・周知を図る

福祉保健部

97
犯罪被害給付制度の
運用

〇適切な裁定及び申請業務の推進に努めた
＊裁定件数　6件
＊申請件数　7件

〇裁定可能な案件から迅速的確に裁定業務
を進める
＊未裁定案件2件（R8.3現在）

警察本部

98
生活福祉資金の貸付
け支援

〇生活福祉支援制度により、貸付を必要と
する人に貸付を行えるよう、実施主体の貸
付実施に要する費用を支援し、低所得者世
帯等の経済的自立の推進に努めた

〇生活福祉支援制度により、貸付を必要と
する人に貸付を行えるよう、実施主体の貸
付実施に要する費用を支援し、低所得者世
帯等の経済的自立の推進に努める

福祉保健部

99
生活保護制度の適正
な運用

－

〇犯罪被害者等給付金の対象となる被保護
者へ申請に係る支援を行う。
給付金を受け取り後は、自立更生計画の作
成を支援し、対象者の自立の促進に努める

福祉保健部

100
医療費等支出制度の
運用

〇身体犯罪事件、性犯罪事件被害者の精神
的・経済的負担軽減のため、医療機関を受
診した際の診察料等を公費支出した
＊身体犯罪：17名　計333,081円
＊性犯罪：20名　計253,815円

〇被害者等の精神的・経済的負担の軽減を
図るため、迅速かつ適切に運用する

警察本部

101
カウンセリング費用
等公費支出制度の運
用

〇性犯罪事件等の被害者が精神科等へ受診
した際の費用を公費負担した
＊実績：9名計178,070円公費負担

〇希望する犯罪被害者等への公費負担を迅
速かつ適切に運用する

警察本部

102
自立支援医療（精神
通院医療）制度の運
用

＊給付決定人数：26,195件
＊公費負担額：1,720,824千円

〇障害者総合支援法第58条に規定する自立
支援医療費（精神通院医療）を支払う 福祉保健部

103
医療保険の給付等の
周知

－
〇事案が発生した都度、適切に対応する

福祉保健部

〇法テラスの新制度「犯罪被害者等法律援
助制度」の活用等について、関係機関で情
報共有を行った
〇犯罪被害者支援ノート「ひまわり」等に
より情報提供を行った

〇被害者等が必要な支援が受けられるよ
う、制度の周知を図る

総務部

〇情報提供に至る事案はなく、令和7年度
に制度の利用実績はなかった

〇支援対象となる被害者等を把握した都
度、漏れなく情報を提供する 警察本部

105
(82)

一時避難場所公費負
担制度の運用
【再掲】

〇R7は支出対象となる案件が無かったた
め、支出実績なし

〇事案発生時には、被害者等の精神的・経
済的負担軽減のため、迅速かつ適切に運用
する 警察本部

106
(25)
(83)

ストーカー・ＤＶ被
害者等に対する支
援・保護対策
【再掲】

〇加害者に対する精神医学・心理学的アプ
ローチ（精神科医等からのアドバイス及び
カウンセリング講座の受講）の実施
〇被害者に対する携帯用緊急通報装置（コ
コセコム）の貸出し
〇被害者等の一時避難場所確保に要する経
費の公費負担

〇精神医療機関等と連携を図り、ストー
カー加害者に対するアプローチを積極的に
実施し、再犯の抑止を図る
〇事案内容に応じて被害者等に携帯用緊急
通報装置を貸出し、早期に被害者保護を図
る
〇行政機関、宿泊事業者と連携し、被害者
等の避難措置を徹底する

警察本部

 　
107
(80)

ハウスクリーニング
費用公費支出制度の
運用【再掲】

〇R7は支出対象となる遺族がいなかったた
め、支出実績なし

〇事案発生時には、被害者遺族の精神的・
経済的負担軽減のため、迅速かつ適切に運
用する

警察本部

104
(5)

被害回復等のための
援助に関する情報の
提供【再掲】
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108
私立高校生等に対す
る就学支援

〇私立高校生等に対して授業料に係る支援
金を支給した

〇私立高校生等に対して授業料に係る支援
金を支給する 総務部

109
私立高等学校等奨学
のための支援

○私立高等学校等に通う生徒がいる低所得
世帯の授業料以外の教育費負担を軽減する
ため、奨学給付金を支給した

〇私立高等学校等に通う生徒がいる低中所
得世帯の授業料以外の教育費負担を軽減す
るため、奨学給付金を支給する

総務部

110
私立高等学校等学費
軽減に向けた支援

〇私立高等学校等が行う入学金・授業料・
施設整備費等の学費軽減に対して補助を行
い、低所得世帯の学費を軽減した

〇私立高等学校等が行う入学金・授業料・
施設整備費等の学費軽減に対して補助を行
い、低所得世帯の学費を軽減する

総務部

111
私立専門学校生への
支援【再掲】

〇低所得世帯の者であっても高等教育機関
において修学できるよう、法令に基づき入
学金及び授業料を減免し、経済的負担の軽
減を図った

〇低所得世帯の者であっても高等教育機関
において修学できるよう、法令に基づき入
学金及び授業料を減免し、経済的負担の軽
減を図る

総務部

112
新潟県立大学生に対
する修学支援

〇新潟県立大学が行う授業料・入学金の減
免費用の補助を行った。

〇新潟県立大学が行う授業料・入学金の減
免費用の補助を行う。 総務部

113
新潟県立看護大学生
に対する修学支援

〇新潟県立看護大学が行う授業料・入学金
の減免費用の補助を行った。

〇新潟県立看護大学が行う授業料・入学金
の減免費用の補助を行う。 総務部

　

114
県立高校生等に対す
る就学支援

〇公立高校生等に対して、授業料に充当す
る支援金を支給した

〇公立高校生等に対して、授業料に充当す
る就学支援金を支給する 教育庁

115
県立学校授業料等減
免制度の運用

〇学校において制度周知、減免申請にかか
る審査等を行った

〇制度周知を図るとともに、減免申請が
あった場合、適切に審査等を行う 教育庁

116
県立高校生等に対す
る奨学のための支援

〇公立高校生等がいる低所得者世帯に対
し、授業料以外の教育に係る経費の負担軽
減を図るため、奨学給付金を支給した

〇公立高校生等がいる低中所得者世帯に対
し、授業料以外の教育に係る経費の負担軽
減を図るため、奨学給付金を支給する 教育庁

117
修学困難者への奨学
金貸与制度の運用

〇経済的理由により修学が困難な高校生等
へ奨学金を貸与した

〇経済的理由により修学が困難な高校生等
へ奨学金を貸与する。 教育庁

118
市町村が支給する犯
罪被害者等見舞金へ
の補助

〇市町村が支給した見舞金に対して一部を
補助する「犯罪被害者等見舞金支給事業補
助金」制度について、市町村における事業
開始を働きかけるとともに、申請のあった
市町村に対して補助を行った
・R7年度末現在事業実施：29市町村
・R7年度申請件数：15件

〇犯罪被害者等見舞金支給事業補助金によ
り、市町村が支給した見舞金に対して補助
する

総務部

119
国外犯罪被害弔慰金
等支給制度の運用

〇これまで当該弔慰金の支給裁定に関する
申請はない

〇対象事案が発生した都度、適切に対応す
る 警察本部

120
交通遺児等に対する
支援

〇交通遺児に対する激励事業等の実施
＊主な事業
・見舞一時金の給付
・入学・卒業祝金の給付
・旅行事業の実施　等

〇交通遺児に対する激励事業等の実施
＊主な事業
・見舞一時金の給付
・入学・卒業祝金の給付
・旅行事業の実施　等

総務部

121
(29)
(51)
(58)
(72)

性暴力・性犯罪被害
者への支援【再掲】

〇（公社）にいがた被害者支援センターへ
の業務委託により「性暴力被害者支援セン
ターにいがた」を運営
〇性暴力・性犯罪被害者に対する一元的・
総合的な支援窓口として、相談業務や支援
業務、警察等への付添い、相談員の育成等
を実施
〇専用電話「♯8891（はやくワンストッ
プ）」24時間365日の相談体制により対応
　＊R7年度実績：電話相談998件、面接相
談33件、メール相談31件、直接支援142件
〇相談窓口の広報を実施
・性暴力被害者支援カードの配付（小学校
低学年用、高学年用）
・ＳＮＳを活用した広報（LINE、X（旧
Twitter、Yahoo!広告）、新聞広告
・「被害者支援を考える月間」でのパネル
展示、リーフレット配付
・商業施設での広報啓発

〇「（公社）にいがた被害者支援セン
ター」への業務委託により、性暴力・性犯
罪被害者に対する一元的・総合的な支援窓
口として、「性暴力被害者支援センターに
いがた」を開設し、電話・面接相談、メー
ル相談、病院や警察等への付添い支援等を
行う
〇SNS等を活用し、相談窓口の広報を実施
する

総務部
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122
(31)

性犯罪被害に関する
相談対応【再掲】

〇相談を受けたものについては適切に対応
したうえ記録化し、引き続きの対応や事件
化が必要なものについては関係所属に対し
て確実に引き継ぎを行った
＊相談件数：313件

〇全国共通電話番号（＃8103／ハートさ
ん）により、性犯罪被害に関する電話相談
を受け付ける

警察本部

123
(33)

暴力団犯罪被害者へ
の支援【再掲】

〇暴力団員等に関する相談対応を実施
（128件）
〇弁護士相談費用助成についてはR7年度中
実績なし

〇「暴力団犯罪被害者等支援窓口」とし
て、相談対応や情報提供及び助言、指導を
行うほか、弁護士相談費用助成等を行い、
適切な支援に繋げる

警察本部

124
児童扶養手当扶助費
支給制度の運用

〇父又は母と生計を同じくしていない児童
を監護または養育している者へ児童扶養手
当を支給した

〇父又は母と生計を同じくしていない児童
を監護または養育している者へ児童扶養手
当を支給する 福祉保健部

125
母子父子寡婦福祉資
金貸付制度の運用

〇修学資金等について、115件、146,963千
円の貸付を行った

〇配偶者のない女子又は配偶者のない男子
で児童を扶養しているもの及び寡婦等に対
して、必要な資金を貸し付ける 福祉保健部

126
(88)

母子生活支援施設扶
助制度の運用【再
掲】

〇母子が母子生活支援施設に入所し、母子
保護の実施を行った際の必要経費を負担し
た
〇市が行う母子生活支援施設での母子保護
を行た際の負担金の交付を行った

〇母子が母子生活支援施設に入所し、母子
保護の実施を行った際の必要経費を負担す
る
〇市が行う母子生活支援施設での母子保護
を行た際の負担金の交付を行う

福祉保健部

127
(81)

未成年後見人に関す
る支援制度の運用
【再掲】

〇経済的理由で後見人への報酬を支払うこ
とができない児童の後見人への報酬助成を
実施した

〇経済的理由で後見人への報酬を支払うこ
とができない児童の後見人への報酬助成を
実施する

福祉保健部

128
(38)
(75)
(94)

ひとり親家庭等の自
立に向けた支援
【再掲】

〇ひとり親家庭のこどもへの学習等支援事
業を実施する市町村に対して補助を行った

〇ひとり親家庭のこどもへの学習等支援事
業を実施する市町村に対して補助を行う
〇未実施市町村に対して働きかけを行う 福祉保健部

129
(76)
(95)

ひとり親家庭等の自
立支援訓練給付金制
度の運用【再掲】

〇ひとり親家庭の父母等が資格取得等に向
けた講座を受講した場合等に給付金を給付
した

〇ひとり親家庭の父母等の自立に向け、資
格取得等に向けた講座の受講費用、養成機
関修業中の生活費等を給付する
〇児童扶養手当現況届を活用した事業の周
知を行う

福祉保健部

130
(39)
(96)

ひとり親家庭等の就
業等に向けた支援
【再掲】

〇ひとり親家庭等就業・自立支援事業にお
いて、ひとり親家庭の父母等の自立に向け
た相談を行った
〇新潟・長岡・上越地域において来所相談
ができる体制を整備した
〇事業周知のためのリーフレットを作成
し、広報・周知を図った

〇ひとり親家庭等就業・自立支援事業にお
いて、ひとり親家庭の父母等の自立に向け
た相談を行う
〇新潟・長岡・上越地域において来所相談
ができる体制を整備する
〇事業周知のためのリーフレットを作成
し、広報・周知を図る

福祉保健部

131
ひとり親家庭等の医
療費助成制度の運用

〇市町村が実施する「ひとり親家庭等の医
療費助成制度」に対して補助を行った

〇市町村が実施するひとり親家庭等の医療
費助成制度に対して補助を行う 福祉保健部

132
(77)

こどもの居場所づく
りに対する支援
【再掲】

〇こどもの居場所づくりに取り組む団体に
対して補助を行った

○こどもの居場所づくりに取り組む団体に
対して補助を行う 福祉保健部

133
司法解剖に伴う公費
負担制度の運用

〇R7は遺体搬送費用1件 15,480円 ○被害者遺族の精神的・経済的負担の軽減
を図るため、迅速かつ適切に運用する 警察本部

134
制服購入費用等公費
負担制度の運用

〇R7は支出対象となる事件が無かったた
め、支出実績なし

○事案発生時には、被害者等の精神的・経
済的負担軽減のため、迅速かつ適切に運用
する

警察本部

135
特別児童扶養手当等
の適切な運用

－

○犯罪被害者等から相談を受けた場合は、
特別児童扶養手当等について適切に案内す
る

福祉保健部

136
障害年金等の適切な
運用

－

○犯罪被害者等から相談を受けた場合は、
障害年金等について適切な窓口に繋げる 福祉保健部

137
介護保険制度の適切
な運用

－

○犯罪被害者等から相談を受けた場合は、
介護保険料の減免等について適切な窓口に
繋げる

福祉保健部

138
県税における適切な
対応

－
○犯罪被害者等が置かれている状況に応じ
て、申告・納付期限の延長、納税緩和措置
の対応を行う。

総務部
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139
(29)
(51)
(58)
(72)
(121)

性暴力・性犯罪被害
者への支援【再掲】

〇（公社）にいがた被害者支援センターへ
の業務委託により「性暴力被害者支援セン
ターにいがた」を運営
〇性暴力・性犯罪被害者に対する一元的・
総合的な支援窓口として、相談業務や支援
業務、警察等への付添い、相談員の育成等
を実施
〇専用電話「♯8891（はやくワンストッ
プ）」24時間365日の相談体制により対応
　＊R7年度実績：電話相談998件、面接相
談33件、メール相談31件、直接支援142件
〇相談窓口の広報を実施
・性暴力被害者支援カードの配付（小学校
低学年用、高学年用）
・ＳＮＳを活用した広報（LINE、X（旧
Twitter、Yahoo!広告）、新聞広告
・「被害者支援を考える月間」でのパネル
展示、リーフレット配付
・商業施設での広報啓発

○「（公社）にいがた被害者支援セン
ター」への業務委託により、性暴力・性犯
罪被害者に対する一元的・総合的な支援窓
口として、「性暴力被害者支援センターに
いがた」を開設し、電話・面接相談、メー
ル相談、病院や警察等への付添い支援等を
行う
○SNS等を活用し、相談窓口の広報を実施
する

総務部

140
(30)
(73)

性犯罪被害者等への
支援【再掲】

〇R7年度は120名の性犯罪指定捜査員を指
定した
〇性犯罪被害者への対応について、対象の
警察官に対して教養を実施した
〇R7.11月、性犯罪被害専門部会を開催す
ることにより、関係機関との連携を図った

〇適正捜査を推進し、性犯罪被害者に対す
る二次被害を防止する
〇性犯罪被害専門部会を開催し、引き続き
関係機関との連携を図る

警察本部

141 産婦人科等との連携 －

○「性暴力被害者支援センターにいがた」
の運営を「にいがた被害者支援センター」
へ業務委託
○不同意性交等・不同意わいせつに相当す
る性犯罪の被害（未遂及び致傷を含む。）
に遭った被害者のうち産婦人科等の医療機
関の受診が必要と認められる場合、緊急避
妊措置、性感染症検査等の医療的措置の提
供を行う
○心身回復支援として臨床心理士による心
理相談の提供を行う（対象者１人あたり３
回上限）
○協力医療機関（産婦人科、精神科等）と
の連携を図る

総務部

142
(118)

市町村が支給する犯
罪被害者等見舞金へ
の補助【再掲】

〇市町村が支給した見舞金に対して一部を
補助する「犯罪被害者等見舞金支給事業補
助金」制度について、市町村における事業
開始を働きかけるとともに、申請のあった
市町村に対して補助を行った
・R7年度末現在事業実施：29市町村
・R7年度申請件数：15件

〇犯罪被害者等見舞金支給事業補助金によ
り、市町村が支給した見舞金に対して補助
する

総務部

143
(131)

ひとり親家庭等の医
療費助成制度の運用
【再掲】

〇市町村が実施する「ひとり親家庭等の医
療費助成制度」に対して補助を行った

〇市町村が実施するひとり親家庭等の医療
費助成制度に対して補助を行う

福祉保健部

144 里親制度の運用

〇県内全ての児童相談所に里親等支援専任
児童福祉司を配置し、里親のリクルートや
児童の委託中の支援等を行った
〇里親制度を周知するためのチラシを作
成、配布した
〇10月の里親月間にホームページ等で里親
制度に関する広報を行った
〇里親に関する相談支援、普及啓発、研修
等の一連の業務を民間機関に委託し、児童
相談所と連携した支援を行った

〇里親に関する相談支援、普及啓発、研修
等の一連の業務を民間機関に委託し、児童
相談所と連携した支援を行う
〇10月の里親月間を中心に啓発活動を行う

福祉保健部
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145
地域格差のない迅速
適切な救急医療の提
供

〇全県及び各圏域においてメディカルコン
トロール協議会を開催

〇全県及び各圏域においてメディカルコン
トロール協議会を開催

福祉保健部

146
救急医療に連動した
精神的ケアのための
体制の確保

〇精神科医も参画し救急搬送等について協
議する「搬送受入協議会」をR7.10月に開
催

〇精神科医も参画する「搬送受入協議会」
を開催

福祉保健部

147
(32)

妊娠相談窓口
【再掲】

〇夜間の相談窓口として「にいがた助産師
そうだん～赤ちゃん、子育て、妊娠、思春
期、からだのこと～」を新潟県助産師会へ
委託実施
＊R7年度相談実績：延べ543件

〇新潟県助産師会へ委託し、相談対応方法
を電話からメール相談に切り替えて窓口開
設を継続する
〇相談窓口について、周知・啓発を図る

福祉保健部

148
(37)
(52)

高次脳機能障害者へ
の支援【再掲】

〇高次脳機能障害相談支援センター及び保
健所にて、高次脳機能障害に関する相談の
対応及び家族教室等の開催等を行った
〇医療・福祉・保健等の関係職員を対象
に、支援技術の向上や連携を図るために研
修会を開催した
＊R7実績：
・相談支援：直接相談443件
            間接相談375件
・高次脳機能障害支援養成研修：
（基礎）講義のみ91名、講義及び演習30名
（実践）講義のみ91名、講義及び演習30名
・圏域別支援従事者研修会：
                     7圏域、161名参加
・家族のつどい ：13回　参加者延べ94名
・当事者のつどい：4回　参加者延べ28名

〇高次脳機能障害相談支援センターの運営
〇高次脳機能障害に関する相談対応
〇家族向け講演会等の開催
〇ブロック別支援従事者研修会開催
〇高次脳機能障害支援養成研修会開催
〇高次脳機能障害者支援地域協議会実施

福祉保健部

149
(100)

医療費等支出制度の
運用【再掲】

〇身体犯罪事件、性犯罪事件被害者の精神
的・経済的負担軽減のため、医療機関を受
診した際の診察料等を公費支出した
＊身体犯罪：12名　計324,168円
＊性犯罪：29名　計496,923円

〇被害者等の精神的・経済的負担の軽減を
図るため、迅速かつ適切に運用する

警察本部

150
(69)

警察職員によるカウ
ンセリング制度の運
用【再掲】

〇性犯罪事件、交通死亡事故等において、
被害者等の精神的被害の回復のため、警察
職員の犯罪被害者等カウンセラー（臨床心
理士・公認心理師の有資格者）が、カウン
セリング等を行った
＊実績：33名68回実施

〇被害者等の精神的被害の回復のため、カ
ウンセリング等を実施する

警察本部

151
(101)

カウンセリング費用
等公費支出制度の運
用【再掲】

〇性犯罪事件等の被害者が精神科等へ受診
した際の費用を公費負担した
＊実績：9名計178,070円公費負担

〇希望する犯罪被害者等への公費負担を迅
速かつ適切に運用する

警察本部

152
(19)
(74)

被害少年の保護対策
【再掲】

〇被害少年に配慮した捜査活動や支援活動
〇職員の支援技術向上のための研修参加や
資格取得
〇各学校やＳＮＳ等での犯罪被害防止広報
活動

〇被害少年への支援及び支援に関する広
報・啓発活動等を実施する

警察本部

153
(102)

自立支援医療（精神
通院医療）制度の運
用【再掲】

＊給付決定人数：26,195件
＊公費負担額：1,720,824千円

〇障害者総合支援法第58条に規定する自立
支援医療費（精神通院医療）を支払う 福祉保健部

154
(20)

スクールカウンセ
ラー制度の運用
【再掲】

〇スクールカウンセラーを県内すべての学
校に配置し、犯罪被害に遭った児童生徒等
の相談対応を行える体制を整備した

〇スクールカウンセラーを県内すべての学
校に配置し、犯罪被害に遭った児童生徒等
の相談対応を行える体制を整備する 教育庁

155
(21)

スクールソーシャル
ワーカー制度の運用
【再掲】

〇スクールソーシャルワーカーを教育事務
所に7名、生徒指導課に5名配置し、要請に
応じて派遣した。また、県立定時制通信制
高校に週2回もしくは月1回配置した

〇スクールソーシャルワーカーを教育事務
所に7名、生徒指導課に5名配置し、要請に
応じて派遣を行う
〇県立定時制通信制高校については、週1
回もしくは月1回配置を行う

教育庁
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156
(23)

不登校児童生徒に対
する支援【再掲】

〇スクールカウンセラーを県内すべての学
校に配置し、犯罪等の被害に遭った不登校
児童等に対し相談支援を行える体制を整備
した。
〇不登校対策スクールカウンセラーを中学
校35校と小学校10校に配置し、不登校児童
生徒に対して家庭訪問や校内教育支援セン
ター訪問を行える体制を整備した。

〇スクールカウンセラーを県内すべての学
校に配置し、犯罪等の被害に遭った不登校
児童等に対し相談支援を行える体制を整備
する。
〇不登校対策スクールカウンセラーを中学
校35校と小学校10校に配置し、不登校児童
生徒に対して家庭訪問や校内教育支援セン
ター訪問を行える体制を整備する。

教育庁

157
(77)
(132)

こどもの居場所づく
りに対する支援
【再掲】

〇こどもの居場所づくりに取り組む団体に
対して補助を行った

〇こどもの居場所づくりに取り組む団体に
対して補助を行う

福祉保健部

158
(16)

再被害防止に向けた
保護対策【再掲】

〇再被害防止要綱に基づき指定された対象
者について適正な保護措置、更新等の手続
きを実施した。また新たに認知した再被害
の恐れのある者の要望に応じて、早期に組
織的保護体制を確立し、保護措置を実施し
た

〇再被害防止対象者の適切かつ組織的な保
護対策を実施する

警察本部

159
(83)
(106)

一時避難場所公費負
担制度の運用
【再掲】

〇R7は支出対象となる案件が無かったた
め、支出実績なし

〇事案発生時には、被害者等の精神的・経
済的負担軽減のため、迅速かつ適切に運用
する 警察本部

160
110番緊急通報システ
ム登録の運用

〇R７年度中、110番緊急通報システムに登
録した件数は新規290件、更新等72件の合
計362件であった

〇事案発生時には、迅速かつ適切に対応す
る

警察本部

161
(15)

犯罪被害者等への訪
問・連絡活動
【再掲】

〇地域警察官による訪問・連絡活動を希望
した被害者又はその保護者に対し活動を実
施

〇担当課と情報共有し、緊密な連携を図る
〇事件の発生・被害状況を踏まえ、被害者
から訪問・連絡の要望があった場合は、要
望・相談・苦情等を聴取し、適切な対応に
努める

警察本部

162
(14)
(71)

捜査情報の適切な提
供【再掲】

〇R7年度中は、約312件の被害者連絡対象
事件について、被害者の手引きを活用し、
被害者のニーズに応じた情報提供を実施し
た。また要望に応じて被害者支援団体等の
への紹介・引き継ぎも早期に実施した

〇被害者連絡制度対象の全事件について、
被害者のニーズに応じた情報提供を実施す
る

警察本部

163 適切な報道発表

〇報道発表については、関係者の名誉や権
利、プライバシーの保護、捜査に及ぼす影
響、公表することによって得られる公益性
の度合いなどについて、個別の案件ごとに
総合的に検討し、組織として判断した

〇犯罪被害者等の個人情報に関する報道に
ついては、個別具体的な案件ごとに、被害
者等の人権や安全に配慮した適切な報道発
表に努める 警察本部

164
行方不明者の早期発
見に向けた取組

【人身安全対策課】
【人身安全対策課】
〇警察情報メール配信システム（通称『ひ
かるくん・ひかりちゃん安心メール』）の
運用
＊配信先：警察情報メール配信システム登
録者
＊R7年の手配件数：112件
＊安心メールによる発見件数：１件
【捜査第一課】
〇身元不明死体の取扱時、迅速かつ広範囲
な情報収集を徹底し、新潟大学死因究明教
育センター及び歯科医師会等関係機関と連
携して身元特定の上、早期の遺族引渡しに
繋げる活動を実施

【人身安全・少年課】
〇警察情報メール配信システム（通称『ひ
かるくん・ひかりちゃん安心メール』）に
よる「行方不明者情報」の配信を令和８年
３月２日から新潟県警察防犯アプリ「にい
がたポリス」を用いた方法による配信に移
行し、「行方不明者情報」をアプリ登録者
へ配信に移行し、アプリ登録者へ行方不明
者情報を配信する 警察本部
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165
個人情報の取扱いへ
の十分な留意

－

〇犯罪被害者等支援においては複数の機関
が関わることから、情報の共有に当たって
は必ず被害者等の同意を得るなど、個人情
報の取扱いには十分留意する

総務部
警察本部

166
(34)

暴力団等からの保護
対策【再掲】

〇暴力団員等を被疑者とする事件の被害者
及び被害関係者に対して、被害を未然に防
止する為、関係機関との連携を図り、携帯
型緊急通報装置の貸出し等を行った
＊R7年度実績
・保護対策実績：50件（前年から継続26
件、新規24件）

〇暴力団等からの危害の未然防止を図り、
保護対象者の安全を確保するため、携帯型
緊急通報装置の貸出し等を行うほか、必要
に応じて身辺警戒員による保護対策やパト
ロールを実施する

警察本部

167
(24)
(87)

女性相談支援セン
ターにおける相談及
び一時保護

〇女性相談支援センターにおいて困難を抱
える女性の相談対応を行った
〇困難な問題を抱える女性及び暴力被害者
の一時保護を行った

〇夫等からの暴力や、帰省先がない、離婚
したいなど、女性の生活上の諸問題につい
て相談に応じる
〇相談所内に設置される一時保護所で、困
難な問題を抱える女性及び暴力被害者を一
時保護する

福祉保健部

168
(87)

女性自立支援施設
「あかしや寮」にお
ける一時保護
【再掲】

〇保護の対象となる困難な問題を抱える女
性及び暴力被害者に対し支援を行った

〇困難な問題を抱える女性及び暴力被害者
を保護し、その自立を支援する

福祉保健部

169
(56)
(84)

ＤＶ被害者の支援体
制の強化【再掲】

〇37機関からなる「困難な問題を抱える女
性及びDV被害者支援調整会議（代表者会
議）」を開催し、情報共有を図った
〇「困難な問題を抱える女性及びDV被害者
支援調整会議（実務者会議）」を開催し、
役割分担の確認や事例検討を行い、ネット
ワーク強化を図った
〇ＤＶ被害者等の一時保護委託を行った
〇市町村が行う民間シェルター機能の強化
を図る取組に対し、補助を行った

〇支援調整会議（代表者、実務担当者）、
研修の開催、地域資源の開拓や他施策分野
との調整を実施
〇ＤＶ被害者等の一時保護委託の実施
〇市町村が行う民間シェルター機能の強化
を図る取組に対し、補助金を交付
〇困難な問題を抱えた女性について切れ目
のない支援を推進する

福祉保健部

170
(25)
(83)
(106)

ストーカー・ＤＶ被
害者等に対する支
援・保護対策
【再掲】

〇加害者に対する精神医学・心理学的アプ
ローチ（精神科医等からのアドバイス及び
カウンセリング講座の受講）の実施
〇被害者に対する携帯用緊急通報装置（コ
コセコム）の貸出し
〇被害者等の一時避難場所確保に要する経
費の公費負担

〇精神医療機関等と連携を図り、ストー
カー加害者に対するアプローチを積極的に
実施し、再犯の抑止を図る
〇事案内容に応じて被害者等に携帯用緊急
通報装置を貸出し、早期に被害者保護を図
る
〇行政機関、宿泊事業者と連携し、被害者
等の避難措置を徹底する

警察本部

171
(17)
(85)

児童虐待に関する相
談及び一時保護
【再掲】

〇児童福祉司及び市町村要保護児童対策調
整機関の担当者に対する研修を実施した
〇国等の研修専門機関の専門的な研修に児
童相談所職員を派遣した
〇中央福祉相談センターに市町村支援専任
児童福祉司やヤングケアラーコーディネー
ターを配置し、市町村等への支援を強化し
た
〇児童相談所及び一時保護所の第三者評価
を実施し、支援の質の向上を図った
〇ＳＮＳを活用した相談体制を構築し、こ
どもや家庭からの相談に応じた
〇システムにより、児童相談所で扱う児童
情報及び一連の相談支援業務を一括管理・
共有した
○一時保護施設等に意見表明支援員を派遣
し、こどもの意見表明の機会を確保した

〇市町村及び児童相談所職員への研修を実
施する
〇国等の研修専門機関の専門的な研修に児
童相談所職員を派遣する
〇中央福祉相談センターに市町村支援専任
児童福祉司やヤングケアラーコーディネー
ターを配置し、市町村等への支援を実施す
る
〇児童相談所及び一時保護施設の第三者評
価の実施により支援の質の向上を図る
〇ＳＮＳを活用して、こどもや家庭からの
相談に応じる
○システムにより、児童相談所で扱う児童
情報及び一連の相談支援業務を一括管理・
共有する
○一時保護施設等に意見表明支援員を派遣
し、こどもの意見表明の機会を確保する

福祉保健部
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〇新潟県要保護児童対策地域協議会（代表
者会議、地区別会議、研修）において情報
共有を行い、関係機関の資質向上を図った
〇「児童虐待に係る情報共有に関する取り
決め」に基づき、警察と児童相談所が相互
に情報共有を行い、連絡会議を開催した
〇警察と児童相談所の合同訓練を実施し、
職員の対応能力の向上を図った
〇11月の児童虐待防止推進月間にホーム
ページ、スポーツイベントにて周知を行っ
た

〇新潟県要保護児童対策地域協議会の代表
者会議、地区別会議、研修等を実施する
〇「児童虐待に係る情報共有に関する取り
決め」に基づき、警察との情報共有及び連
絡会議を実施する
〇警察と児童相談所の合同訓練を実施する
〇11月の児童虐待防止推進月間に啓発活動
を行う 福祉保健部

〇新潟県要保護児童対策地域協議会へ出席
し、関係機関と情報共有
〇児童虐待情報共有取り決めに基づく連絡
会へ出席し、関係機関と情報共有
〇児童相談所とともに児童虐待事案に関す
る合同訓練を実施
〇「児童虐待防止推進月間」への協力

〇関係機関との情報共有
〇児童相談所とともに児童虐待事案に関す
る合同訓練を実施する
〇「児童虐待防止推進月間」への協力

警察本部

173
(19)
(74)
(152)

被害少年の保護対策
【再掲】

〇被害少年に配慮した捜査活動や支援活動
〇職員の支援技術向上のための研修参加や
資格取得
〇各学校やＳＮＳ等での犯罪被害防止広報
活動

〇被害少年への支援及び支援に関する広
報・啓発活動等を実施する

警察本部

174
(81)
(127)

未成年後見人に関す
る支援制度の運用
【再掲】

〇経済的理由で後見人への報酬を支払うこ
とができない児童の後見人への報酬助成を
実施した

〇経済的理由で後見人への報酬を支払うこ
とができない児童の後見人への報酬助成を
実施する

福祉保健部

175
子どもへの暴力的性
犯罪の再犯防止に向
けた取組

〇出所後の対象者が、再び子供対象・暴力
的性犯罪を犯すことを防止するため、定期
的な所在確認及び面談を実施
〇面談の実施の際には、再犯防止に向けた
助言・指導を行うとともに、信頼関係を醸
成するよう努め、要望があれば、社会復帰
に資する各種支援事業を行う機関・団体を
紹介するなど必要な支援を実施

〇出所後の対象者との定期的な所在確認及
び面談を実施する
〇面談時の再犯防止に向けた助言・指導の
ほか、社会復帰に向けた関係機関・団体の
紹介など必要な支援を実施する
〇転居時における該当都道府県警察及び管
轄警察署への情報提供を実施し連携を図る

警察本部
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(18)
(53)

児童虐待事案におけ
る関係機関による連
携【再掲】
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〇虐待防止施策推進研修（地域振興局）：
3圏域3回
〇虐待防止ネットワーク運営推進事業（地
域振興局）：1圏域2回
〇養介護施設・事業所管理者等向けBPSD対
応研修（県社会福祉士会に委託）：3回
〇高齢者権利擁護相談支援窓口の設置（県
社会福祉士会に委託）
＊検討会調整：3件、電話相談調整：2件、
研修企画へのアドバイザー派遣：3回
＊専門職チームの派遣：5回
＊処遇困難事例検討会の開催：「虐待対応
ゼミ」と称した事例検討会を4回実施
＊市町村又は地域包括支援センターが実施
する事例検討会の助言者として専門職チー
ム員を派遣

〇虐待防止施策推進研修（地域振興局）
〇虐待防止ネットワーク運営推進事業（地
域振興局）
〇養介護施設・事業所管理者等向けBPSD対
応研修（県社会福祉士会に委託）3回
〇高齢者権利擁護相談支援窓口の設置（県
社会福祉士会に委託）
＊相談・調整窓口の設置
＊専門職チームの派遣
＊処遇困難事例検討会の開催

177
(28)
(55)

障害者虐待防止に向
けた取組【再掲】

〇障害者権利擁護センターを設置し、使用
者虐待に関する通報又は届出の受理、障害
者虐待に関する相談に対応、市町村及び関
係機関との連絡調整、情報提供、その他必
要な援助を実施
〇新潟県障害者虐待防止・権利擁護研修を
実施（障害福祉施設従事者等、市町村担当
職員の対象者別に研修を実施）
〇新潟県自立支援協議会権利擁護部会の実
施（11/27）
〇障害者虐待防止対策支援専門委員の派遣
＊R7実績：7件

〇障害者権利擁護センターの運営
〇障害者虐待防止・権利擁護研修の実施
〇新潟県自立支援協議会権利擁護部会の実
施
〇障害者虐待防止対策支援専門委員の派遣

福祉保健部
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(27)
(54)

高齢者虐待防止に向
けた取組【再掲】

福祉保健部

〇新潟県社会福祉協議会に委託して、以下
の事業を実施
＊市町村職員等を対象とした研修会の実施
 ・成年後見制度担当者研修会（R7.7.9）
100名参加
 ・市町村長申立推進研修会＜基礎編＞
（R7.8.25）143名参加
 ・市町村長申立推進研修会＜応用編＞
（R7.9.3）36名参加
 ・中核機関ネットワーク会議
（R7.12.17）計48名参加
 ・法人後見スタートアップ研修会
（R7.10.21）41名参加
 ・社会福祉法人による法人後見団体ネッ
トワーク会議（R8.3.3）34名参加
＊市町村への助言・支援（各市町村の状況
把握や専門職団体との意向調整、アドバイ
ザー派遣、訪問検討会等）
 ・相談対応　106回
　県内自治体職員や社協職員などからの、
中核機関の整備状況や市町村長申立ての進
め方などに係る随時の相談に対応
 ・訪問検討会　35回
　対象市町村に対し、中核機関の機能拡充
や権利擁護人材の養成等の支援を実施
 ・法人後見訪問検討会　9回
　対象市町村に対し、法人後見事業実施に
向けた意見交換や助言等を実施
＊専門職団体等との意見交換会の実施
 ・2回（12月,３月）実施し、市町村にお
ける成年後見制度利用促進に向けた検討を
行った
　これらの取組を通じて、市町村における
成年後見制度の必要性等について認識が深
まり、計画策定や中核機関の設置が進んだ
市町村もでてきたが、まだ取組が遅れてい
る市町村もある

〇新潟県社会福祉協議会に委託して、以下
の事業を実施
＊市町村職員等を対象とした研修会の実施
 ・成年後見制度担当者研修会
 ・市町村長申立てに関する研修会＜基礎
編＞
 ・市町村長申立てに関する研修会＜応用
編＞
 ・中核機関ネットワーク会議
 ・法人後見スタートアップ研修会
 ・法人後見団体ネットワーク会議
＊専門的支援アドバイザー・体制整備支援
アドバイザーの配置及び相談窓口の設置
 ・県内4か所程度の市町村に訪問し、市町
村担当者と専門職団体との意見交換等を実
施
 ・第二期成年後見制度利用促進基本計画
のKPIである「担い手の確保・育成等の推
進」を図るための検討会を実施
＊専門職団体等との意見交換会の実施
 ・2回程度実施予定
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〇犯罪被害者等の現状や、被害者支援の必
要性及び民間支援団体の意義や支援活動に
ついての周知等を図るため、民間企業と連
携した広報・啓発、県HP等での情報発信に
加え、被害者支援を考える月間（11月）に
おいて､県民理解の促進に向けた活動に取
り組んだ
＊R7年度実績
・犯罪被害者支援フォーラムの開催
・新潟県巡回パネル展の開催(５市町村)
・横断幕・懸垂幕・ポスター掲示
・商業施設でのパネル展、街頭広報　等

〇被害者支援を考える月間（11月）におい
て、犯罪被害者支援フォーラム及び新潟県
巡回パネル展等を開催し、集中的な広報啓
発活動を実施するとともに、民間企業と連
携した取組を推進する
〇ウェブサイト・SＮS等広報啓発手法や媒
体の多様化に努める

総務部

〇あらゆる警察活動を通じて県民が被害者
支援の理解を深めるための広報活動に努め
たほか、県警における11月の広報重点を
「犯罪被害者等支援活動の周知と参加の促
進及び犯罪被害給付制度の周知徹底」に定
めて重点的に広報活動を行った
＊主な活動
・犯罪被害者支援フォーラム（R7.11.22）
・イオンモール新潟亀田インターにおける
街頭広報（R7.7.23～7.28）
・県警ホームページ、SNS、ラジオスポッ
トを活用した広報

〇あらゆる警察活動を通じて被害者支援を
周知するための活動に努めるほか、11月を
被害者支援広報の強化月間として重点的に
広報活動を推進する
・イオンモール新潟亀田インターにおける
街頭広報
・犯罪被害者支援フォーラムの開催
（R8.11.14）

警察本部

179
個人情報の保護に配
慮した情報提供

〇新潟県警察情報配信システム「ひかるく
ん・ひかりちゃん安心メール」(以下「安
心メール」という。)により、県民に対す
る事件の手配・不審者事案・防犯対策等の
情報提供を行い、犯罪被害防止広報及び注
意喚起を図った。

〇県警防犯アプリ「にいがたポリス」の普
及促進と、県民に対する犯罪発生状況及び
防犯対策等のタイムリーな情報提供を行
い、県民の防犯意識の高揚及び注意喚起を
図る。 警察本部

180
(163)

適切な報道発表
【再掲】

〇報道発表については、関係者の名誉や権
利、プライバシーの保護、捜査に及ぼす影
響、公表することによって得られる公益性
の度合いなどについて、個別の案件ごとに
総合的に検討し、組織として判断した

〇犯罪被害者等の個人情報に関する報道に
ついては、個別具体的な案件ごとに、被害
者等の人権や安全に配慮した適切な報道発
表に努める 警察本部

181
命の大切さを学ぶ教
室の開催

〇県内の中学、高校、地域団体において遺
族講演等による教室を開催し、命の大切さ
や被害者支援の重要性に関する意識の醸成
を図った。
＊R7実績：中学１校、高校８校、地域団体
６団体

〇開催内容や開催方法等、開催する学校や
地域団体の要望を踏まえて効果的な教室の
開催を行う。
○県警他課が開催する各種教室との合同開
催による、開催機会の拡大を図る。

総務部
警察本部

182
大学生等への広報活
動等の実施

○「犯罪被害者支援フォーラム2025inにい
がた」の開催に際し、14人の大学生等が被
害者支援の重要性やフォーラムの役割につ
いて学ぶ勉強会に参加し、当日は13人の大
学生等が受付や表彰式の誘導等を行った

〇学生を対象とした広報啓発活動を実施
し、学生らの意識向上を促す

総務部
警察本部
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178
(65)

理解促進に向けた広
報啓発の実施
【再掲】
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183
学校における犯罪被
害者等支援に関する
教育

【義務教育課・高等学校教育課】
〇教職員対象の各種研修会において、犯罪
被害者の人権に対する正しい理解が求めら
れることから、受講対象者の立場や経験に
応じた研修を実施した
＊初任者研修
＊教職６年次研修、中堅教諭等資質向上研
修
＊人権教育、同和教育担当者会議
＊人権教育、同和教育指導者研修会
○人権教育強調週間（12月４日～10日）で
の学習の呼びかけ
＊県が掲げる個別の人権課題の１つとし
て、同期間で学習するように周知
【生徒指導課】
〇性犯罪・性暴力に関する啓発や支援に関
する情報提供に努めた。
＊性暴力等の被害者支援のためのオンライ
ン研修会
＊性犯罪、性暴力被害者のためのワンス
トップ支援センター

〇犯罪被害者支援等に関する動向を注視
し、最新の情報が研修内容に反映されるよ
う努める。

教育庁

184
交通事故の実態等の
周知による県民理解
の増進

〇R6･R7年中の交通事故統計資料や死亡事
故発生マップ等をホームページ上に掲載
し、交通事故の発生実態やその悲惨さの周
知を図った

〇交通事故被害者等の手記を含めたパンフ
レット等を講習会等で配布するほか、事故
類型や年齢層別等の交通事故に関する様々
なデータを公表し、交通事故の実態やその
悲惨さを周知し、犯罪被害者等支援に関す
る理解の増進を図る

警察本部

　 　

185
(29)
(51)
(58)
(72)
(121)
(139)

性暴力・性犯罪被害
者への支援【再掲】

〇（公社）にいがた被害者支援センターへ
の業務委託により「性暴力被害者支援セン
ターにいがた」を運営
〇性暴力・性犯罪被害者に対する一元的・
総合的な支援窓口として、相談業務や支援
業務、警察等への付添い、相談員の育成等
を実施
〇専用電話「♯8891（はやくワンストッ
プ）」24時間365日の相談体制により対応
　＊R7年度実績：電話相談998件、面接相
談33件、メール相談31件、直接支援142件
〇相談窓口の広報を実施
・性暴力被害者支援カードの配付（小学校
低学年用、高学年用）
・ＳＮＳを活用した広報（LINE、X（旧
Twitter、Yahoo!広告）、新聞広告
・「被害者支援を考える月間」でのパネル
展示、リーフレット配付
・商業施設での広報啓発

〇「（公社）にいがた被害者支援セン
ター」への業務委託により、性暴力・性犯
罪被害者に対する一元的・総合的な支援窓
口として、「性暴力被害者支援センターに
いがた」を開設し、電話・面接相談、メー
ル相談、病院や警察等への付添い支援等を
行う
〇SNS等を活用し、相談窓口の広報を実施
する

総務部

186
(56)
(84)
(169)

ＤＶ被害者の支援体
制の強化【再掲】

〇37機関からなる「困難な問題を抱える女
性及びDV被害者支援調整会議（代表者会
議）」を開催し、情報共有を図った
〇「困難な問題を抱える女性及びDV被害者
支援調整会議（実務者会議）」を開催し、
役割分担の確認や事例検討を行い、ネット
ワーク強化を図った
〇ＤＶ被害者等の一時保護委託を行った
〇市町村が行う民間シェルター機能の強化
を図る取組に対し、補助を行った

〇支援調整会議（代表者、実務担当者）、
研修の開催、地域資源の開拓や他施策分野
との調整を実施
〇ＤＶ被害者等の一時保護委託の実施
〇市町村が行う民間シェルター機能の強化
を図る取組に対し、補助金を交付
〇困難な問題を抱えた女性について切れ目
のない支援を推進する

福祉保健部

187
ＤＶ予防に向けた啓
発の強化

〇県内中学校、高等学校においてＤＶ予防
セミナーを実施した
〇民間団体に委託しデートＤＶ予防に関す
るＤＶＤを制作した

〇民間団体に委託し、県内の学校等におい
てデートＤＶ予防教育を実施する

福祉保健部
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188 巡回パネル展の実施

〇県内5市町村で「新潟県縦断巡回パネル
展」を開催し、来場者から被害者に寄り添
うメッセージをいただくなど、県民が理解
を深めるきっかけをつくることができた
＊R7実績：新潟市、三条市、柏崎市、十日
町市、南魚沼市

〇被害者支援を考える月間（11月）におい
て、県内市町村で「巡回パネル展」を開催
する

総務部

189
地域で開催される各
種イベントや行事等
での周知

〇各警察署単位のあらゆる活動の場におい
て、広報用チラシや広報用ポケットティッ
シュを配付するなどして被害者支援活動の
理解と周知に努めた

〇各警察署の活動計画に基づき、あらゆる
警察活動の場において被害者支援活動の理
解と周知に努める 警察本部

190
被害者支援フォーラ
ムの開催

〇「犯罪被害者支援フォーラム」において
被害者遺族の講演等を行い、県民における
犯罪被害者等の現状と被害者支援の必要性
への理解促進を図った
＊R7実績：11/22(土) 新潟ユニゾンプラザ
において、知事表彰式、作文朗読、基調講
演、県警音楽隊ミニコンサートを実施

〇県、県警、にいがた被害者支援センター
による共催で、11月に「犯罪被害者支援
フォーラム」を開催する

総務部
警察本部

191
被害者支援講演会の
開催

〇被害者支援に携わる機関での研修会や中
高校生を対象とした被害者支援の広報啓発
活動に尽力されている被害者遺族を講師と
し、被害後の心理状況や裁判の辛さ、メ
ディア等による二次的被害、被害者支援の
大切さについて講演会を実施した

〇県被害者支援連絡協議会定期総会の開催
後に部外講師を招いて被害者支援講演会を
開催予定

総務部
警察本部

192
県被害者支援連絡協
議会定期総会の開催

・開催日　R7.10.30
・総会では、新潟県総務部県民生活課、法
テラス新潟、県警本部警務課が各種施策等
の説明を実施し、会員相互の情報共有と連
携強化を図った

〇R8.10.29に開催する予定とし、相互の情
報共有と連携を図る

警察本部

193
時期が重なる同種事
業と連携した周知・
啓発の実施

〇庁内関係課及び関係機関等との連携・協
力について検討・調整を行った

〇より広く、さまざまな機会を捉え県民に
周知するため、庁内関係課、関係団体等と
連携・協力した周知・啓発に努める 総務部

　
12
　
表
彰

194 支援功労者の表彰

〇市町村・関係団体等から表彰候補者の推
薦を受け、表彰者を決定、犯罪被害者支援
フォーラムにて、表彰式を実施した
〇尽力された方々の功績を紹介するなど、
支援従事者等の更なる意識高揚を図ること
ができた
＊R7表彰者：個人1名、団体１団体

〇市町村・関係団体等から表彰候補者の推
薦があった場合、被害者支援フォーラムで
の表彰を行う
〇被害者支援イベント等への協力団体等人
への感謝状を検討する

総務部
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